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第１章 計画策定の背景と目的等

 

１．計画策定の背景 

平成７年１月 17 日に発生した阪神・淡路大震災では、昭和 56 年５月 31 日以前の

耐震設計基準（旧耐震基準）に基づいて建築された建築物に被害が多かったことから、

既存建築物の耐震性の強化が防災対策の中でも緊急性の高いものとして広く認識され

ることとなり、同年 12 月には、「建築物の耐震改修の促進に関する法律」（以下、耐震

改修促進法、又は、法という。）が施行されるとともに、「建築物の耐震診断及び耐震改

修の促進を図るための基本的な方針」（以下、基本方針という。）が策定された。 

その後、平成 23 年３月の東日本大震災をはじめとする大規模地震が頻発しているこ

とや、南海トラフ巨大地震等の発生の切迫性を受け、平成 25 年 11 月に耐震改修促進

法の改正や基本方針の改定が行われ、耐震診断及び耐震改修の努力義務の対象となる建

築物の範囲の拡大（旧耐震基準による全ての建築物が対象）や、一部の建築物の耐震診

断が義務化される等、耐震化の取り組みの強化が図られてきた。 

さらに、平成 30 年６月に発生した大阪府北部地震におけるブロック塀等の倒壊被害

等を踏まえ、ブロック塀等の倒壊による通行障害の防止のため、耐震改修促進法等を改

正し、避難路沿道の一定規模以上のブロック塀等について、建物本体と同様に耐震診断

の実施及び診断結果の報告を義務付けられた。 

これらの動向を踏まえて、国では現在、「国土強靭化アクションプラン 2018」（平成

30 年６月５日内閣官房国土強靭化推進本部決定）で建築物の耐震化の目標として、住

宅について令和２年度までに 95％、令和７年度までに耐震性を有しない住宅ストック

の概ね解消、（多数の者が利用する）建築物について令和２年度までに 95％を掲げて

いる。また、専門家、有識者からなる「住宅・建築物の耐震化率のフォローアップのあ

り方に関する研究会」（以下、研究会という。）を設置し、今後どのように目標を設定し、

達成状況を検証していくか等のフォローアップのあり方について検討を進めている。 
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２．計画の目的と位置づけ 

田原本町では、災害に強いまちづくりを目的に、平成 19 年度に「田原本町耐震改修

促進計画」を策定し、その後、平成 25 年度の法改正や平成 27 年度の奈良県耐震改修

促進計画等を踏まえて、平成 28 年３月に計画を改定し（以下、前回計画という。）、建

築物の耐震対策に取り組んできた。 

新たに改定した「田原本町耐震改修促進計画」（以下、本計画という。）においても、

前回計画と同様に災害に強いまちづくりを目的とし、住宅や多数の者が利用する建築

物、防災拠点となる町有建築物の耐震化を早期に実現するための計画を策定するもので

ある。 

また、町の総合計画である「田原本町第４次総合計画」や「田原本町国土強靭化地域

計画」を踏まえるとともに、災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号）に基づき防

災に係る総合的な運営を計画化した「田原本町地域防災計画」（平成 26 年度修正、令

和２年度改定）との調整を図りつつ本計画を策定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1－1 本計画の位置づけ 

 

３．計画期間 

本計画の実施期間は、「国土強靭化アクションプラン 2018」や研究会がとりまとめ

た「住宅・建築物の耐震化率の推計方法及び目標について」（令和２年５月公表）（以下、

研究会とりまとめという。）による目標と、奈良県耐震改修促進計画（令和２年度改定）

に準じて令和３年度から令和７年度までの５年間とする。 

また、本計画の実施状況や社会ニーズ等を踏まえ、必要に応じて目標や計画内容を見

直すこととする。また、それ以外にも、制度の見直しや大規模な災害が発生した場合に

は、必要に応じて見直すこととする。 

  

建築物の耐震改修の促進に関する法律 

田原本町第４次総合計画 

田原本町国土強靭化地域計画 

田原本町耐震改修促進計画（改定） 

国の基本方針 

奈良県耐震改修促進計画 田原本町地域防災計画 
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第２章 耐震化の現状 

 

１．想定される地震の規模、想定される被害の状況 

（１）想定される地震の規模 

奈良県周辺に大きな影響を与えると想定される地震は、生駒断層帯や木津川断層帯な

ど内陸部の活断層を震源とする「内陸型地震」と、東南海・南海沖のプレートの沈み込

みによって起こると考えられる「海溝型地震」に大きく区分される。 

県が平成 16 年 10 月に公表した「第２次奈良県地震被害想定調査」では、内陸型地

震、海溝型地震それぞれについて以下の大規模地震を想定している。 

 

１）内陸型地震 

内陸型地震は、奈良県周辺における被害地震発生の履歴及び活断層の分布を踏まえ、

表２-１に示す８つの起震断層を設定している。 

本町で最も揺れが大きいと想定されるのは、①奈良盆地東縁断層帯による地震で最

大震度 6.4 である。 

 

表 2－1 内陸型地震の想定マグニチュード 

対象地震の起震断層 
断層長さ 
（㎞） ＊1 

想定マグニ
チュード 

＊1 

田原本町に
おける最大
震度 ＊1 

今後 30 年間の 
発生確率 ＊2 

①奈良盆地東縁断層帯 35 7.5 6.4 ほぼ 0～5％ 

②中央構造線断層帯 74 8.0 6.3 
ほぼ 0％ 
（金剛山地東縁区間） 

③生駒断層帯 38 7.5 6.3 ほぼ 0～0.2％ 

④木津川断層帯 31 7.3 6.2 ほぼ 0％ 

⑤あやめ池撓曲-松尾山断層 20 7.0 6.3 ― 

⑥大和川断層帯 22 7.1 6.3 ― 

⑦千股断層 22 7.1 6.3 ― 

⑧名張断層 18 6.9 6.3 ― 

出典：第２次奈良県地震被害想定調査（H16）、奈良県-＊1 

主要活断層帯の長期評価の概要（R2）、政府地震調査研究推進本部-＊2 
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図 2－1 想定される内陸型地震 

出典：第２次奈良県地震被害想定調査（H16）、奈良県 
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２）海溝型地震 

駿河湾から東海地方、紀伊半島、四国にかけての南方沖約 100km の海底をほぼ

東西に走る長さ 700km の細長い溝を南海トラフという。南海トラフ及びその周辺

の地域における地殻の境界を震源とする大規模な地震を南海トラフ地震とされ、この

うち、四国沖から紀伊半島沖で発生するものが南海地震、紀伊半島以東で発生するも

のが東南海地震、それより東の駿河トラフ沿いで発生するものが東海地震とされてい

る。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－2 想定される海溝型地震 

出典：南海トラフの巨大地震モデル検討会中間とりまとめ（H23）、内閣府 

 

 

「第２次奈良県地震被害想定調査」では、海溝型地震として中央防災会議「東南海、

南海地震等に関する専門調査会」で想定された東海、東南海、南海地震の 5 つの組

み合わせのケースを想定している。本町で最も揺れが大きいと想定されるのは、①東

南海・南海地震同時発生及び⑤東海・東南海・南海地震同時発生のパターンによる最

大震度 5.3 である。 

 

表 2－2 海溝型地震の想定マグニチュード 

対象地震 
想定 

マグニチュード 
田原本町における 

最大震度 

①東南海・南海地震同時発生 8.6 5.3 

②東南海地震 8.2 5.1 

③南海地震 8.6 5.2 

④東海・東南海地震同時発生 8.3 5.1 

⑤東海・東南海・南海地震同時発生 8.7 5.3 

出典：第２次奈良県地震被害想定調査（H16）、奈良県 

 

駿河トラフ 
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また、平成 25 年 3 月に内閣府の防災対策推進検討会議南海トラフ巨大地震対策

検討ワーキンググループがとりまとめた「南海トラフ巨大地震の被害想定（第二次報

告）」では、最新の科学的知見に基づき、想定すべき最大クラスの地震・津波の推計

が行われ、南海トラフ地震（東海・東南海・南海地震同時発生）により本町で最大震

度６強の揺れが発生するとされている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－3 「南海トラフ巨大地震の被害想定（第二次報告）」における 

南海トラフ地震の想定震源断層域 

出典：南海トラフ巨大地震の被害想定（第二次報告）（H25）、内閣府 
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３）地震の発生確率と奈良県における被害規模との関係 

内陸型地震、海溝型地震の今後 30 年間以内の発生確率と、奈良県における被害規

模の関係は図２－４のとおりである。 

海溝型地震である東南海地震、南海地震は、発生確率が 50～60％と高く、今世紀

前半の発生を懸念されているが、県内での被害規模は比較的小さくなっている。 

一方で、奈良盆地東縁断層帯をはじめとする内陸型地震は、発生確率は５％以下と

低いものの、発生すると大きな被害が出ると予想されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－4 発生確率と被害規模の関係 

出典：第２次奈良県地震被害想定調査（H16）、奈良県 
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（２）想定される被害 

１）人的被害 

「第２次奈良県地震被害想定調査」による、想定地震での本町の人的被害の想定数     

は、表 2－3 のとおりである。 

なお、人的被害の算出にあたっての地震発生時間の想定は、被害の最も大きい冬の

平日午前５時（建物内人口が最も多く、建物倒壊による人的被害が大きくなる。）と

している。 

表 2－3 想定される人的被害（田原本町内） 

対象地震 死者 負傷者 
避難人口 
（直後） 

避難人口 
（1 週間後） 

内
陸
型
地
震 

①奈良盆地東縁断層帯 256 人 449 人 9,628 人 9,835 人 

②中央構造線断層帯 211 人 422 人 9,233 人 9,791 人 

③生駒断層帯 211 人 422 人 9,233 人 9,791 人 

④木津川断層帯 118 人 430 人 9,319 人 10,456 人 

⑤あやめ池撓曲-松尾山断層 211 人 422 人 9,233 人 9,791 人 

⑥大和川断層帯 211 人 422 人 9,233 人 9,791 人 

⑦千股断層 166 人 394 人 8,868 人 9,732 人 

⑧名張断層 199 人 413 人 9,139 人 9,792 人 

海
溝
型
地
震 

①東南海・南海地震同時発生 0 人 24 人 275 人 328 人 

②東南海地震 0 人 14 人 163 人 194 人 

③南海地震 0 人 17 人 203 人 242 人 

④東海・東南海地震同時発生 0 人 14 人 163 人 194 人 

⑤東海・東南海・南海地震同時発生 0 人 24 人 275 人 328 人 

出典：第２次奈良県地震被害想定調査（H16）、奈良県 

 

人的被害が最も大きいと想定されているのは、内陸型地震では「奈良盆地東縁断

層帯」、海溝型地震では「東海・東南海・南海地震同時発生」である。 

ⅰ）内陸型地震-奈良盆地東縁断層帯 

被害は奈良県内の全市町村に及び、建物倒壊による人的被害が多く発生し、全

県では約 4,500 名の死者が予測されている。 

本町では、当該地震による人的被害が最も多く予測されており、死者数 256

名、負傷者数 449 名、災害直後の避難者数は 9,628 名、また、１週間後の避難

所生活者においては 9,835 名と予測されている。 

※冬午前５時 
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ⅱ）海溝型地震-東海・東南海・南海地震同時発生 

奈良県内において揺れによる死者の発生はなく、斜面崩壊による死者数が４

名、揺れや液状化による負傷者数は全県で 414 名と予測されている。 

本町では、死者数 0 名、負傷者数 24 名、災害直後の避難者数は 275 名、ま

た、１週間後の避難所生活者においては 328 名と予測されている。 

 

２）建物被害 

「第２次奈良県地震被害想定調査」による、想定地震での本町の建物被害の想定数   

は、表 2－4 のとおりである。 

なお、建物被害の算出の前提条件とする地震発生時間について、半壊壊数、全壊棟 

数は最も被害の大きい冬の平日午前５時（建物内人口が最も多く、建物倒壊による

人的被害が大きくなる。）、炎上出火件数・焼失棟数は最も被害が大きい冬の平日午

後６時（火気器具の使用率が高く、乾燥・強風のため出火・延焼被害が大きくなる。）

を想定している。 

表 2－4 想定される建物被害（田原本町内） 

 

対象地震 全半壊 

 
炎上 
出火 

焼失 
半壊 全壊 

内
陸
型
地
震 

①奈良盆地東縁断層帯 9,545 3,725 5,820 42 832 

②中央構造線断層帯 8,756 4,020 4,736 36 845 

③生駒断層帯 8,756 4,020 4,736 36 845 

④木津川断層帯 6,732 4,187 2,545 22 790 

⑤あやめ池撓曲-松尾山断層 8,756 4,020 4,736 36 845 

⑥大和川断層帯 8,756 4,020 4,736 36 845 

⑦千股断層 7,902 4,190 3,712 31 837 

⑧名張断層 8,544 4,066 4,478 34 837 

海
溝
型
地
震 

①東南海・南海地震同時発生 191 90 101 0 0 

②東南海地震 111 52 59 0 0 

③南海地震 142 67 75 0 0 

④東海・東南海地震同時発生 111 52 59 0 0 

⑤東海・東南海・南海地震同時発生 191 90 101 0 0 

出典：第２次奈良県地震被害想定調査（H16）、奈良県 

 

  

※半壊・全壊：冬午前５時、炎上出火・焼失：冬午後６時 
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建物被害が最も大きいと想定されているのは、内陸型地震では「奈良盆地東縁断

層帯」、海溝型地震では「東海・東南海・南海地震同時発生」である。 

ⅰ）内陸型地震-奈良盆地東縁断層帯 

強い地震動のため、全半壊棟数が奈良県全体で約 20 万棟に達し、特に多い奈

良市、大和郡山市、天理市、橿原市を主に、被害は県内全ての市町村に及ぶと予

測されている。 

本町では、揺れ･液状化･斜面崩壊による全壊棟数が 5,820 棟、半壊棟数が

3,725 棟と予測されている。また、炎上出火は 42 件、焼失は 832 棟と予測さ

れている。 

ⅱ）海溝型地震-東海・東南海・南海地震同時発生 

揺れによる全半壊棟数が奈良県全体で 35 棟、揺れ･液状化･斜面崩壊による全

半壊棟数は県全体で 2,437 棟と予測されている。 

本町では、揺れ･液状化･斜面崩壊による全壊棟数が 101 棟、半壊棟数が 90

棟と予測されている。また、炎上出火、焼失による被害は 0 件とされている。 
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２．耐震化の現状 

建築物の構造耐力に関しては、建築基準法及び建築基準法施行令で定められている。

これらの法令は逐次改正されてきたが、特に耐震性に関しての規定は、昭和 56 年６月

に大きく改正された。改正前の基準によって建築された建築物（旧耐震基準建築物）は

阪神・淡路大震災等の地震で大きな被害を受けたものが多く、耐震性に疑問があるとさ

れている。一方、改正後の基準によって建築された建築物（新耐震基準建築物）は、同

様の大きな地震でも概ね耐震性を満たすとされている。 

 

（１）住宅の耐震化の現状 

住宅の耐震化の現状については、研究会とりまとめに則り、住宅・土地統計調査（平

成５年、10 年、15 年、20 年、25 年、30 年）、世帯数の推移（住民基本台帳）を用

いて建築時期別の住宅戸数や耐震化率を推計した。 

建築時期別の住宅戸数をみると、耐震基準の改正を行う以前（昭和 55 年以前）の住

宅は除却等により減り、建替え・新設により新耐震基準の住宅（昭和 56 年以降）の住

宅が増えていっていることが分かる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 2－5 建築時期別住宅戸数の推移  

 

耐震基準の改正を行う以前（昭和 55 年以前）の住宅であっても、耐震改修の実施等

により耐震性の確保が進められ、令和２年度時点の耐震化率は 86.1％で、前回計画策

定時（平成 27 年度）は 77.0％であったことから、５年間で 9.1 ポイント向上してい

る。ただし、前回計画での目標（令和２年度時点で 95％）に対しては、8.9 ポイント

下回っている。 

なお、国の国土強靭化年次計画によると、平成 30 年度の住宅の耐震化率の全国値は

約 87％となっている。 
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図 2－6 住宅の耐震化状況の推移 

 

 

表 2－5 住宅の耐震化の状況（令和２年度時点） 

 

 

【耐震化率の計算方法】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

住宅総数 

11,809 戸 

①新耐震基準建築物 

（昭和 56 年以降） 

8,820 戸 

③耐震化されている住宅 

10,164 戸（86.1％） 

②旧耐震基準建築物 

（昭和 55 年以前） 

2,989 戸 

 

④耐震改修済の住宅 

385 戸 

⑤耐震性を満たす住宅 

959 戸 

⑥耐震性が不十分な住宅 

1,645 戸（13.9％） 

耐震化率＝ 
耐震化されている住宅（①＋④＋⑤） 

住宅総数 

×100（％） 

耐震化されている住宅 

①：昭和 56 年以降の住宅 

④：昭和 55 年以前の住宅

のうち、改修済みと推

計される住宅 

⑤：昭和 55 年以前の住宅

のうち、耐震性を満た

すと推計される住宅 
①S56以降

②S55以前

④耐震改修済み

の住宅

⑤耐震性を満た

す住宅

⑥耐震性が不十

分な住宅

77.0%

84.2%
86.1%

70.0%

75.0%

80.0%

85.0%

90.0%

95.0%

100.0%

H27

【前回計画策定時】

H30 R2

【本計画策定時】

前回計画
目標値
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（２）特定既存耐震不適格建築物等の耐震化の現状 

耐震改修促進法に定める耐震診断義務建築物（要緊急安全確認大規模建築物（耐震改

修促進法附則３条）、要安全確認計画記載建築物（耐震改修促進法７条））及び特定既存

耐震不適格建築物の用途、規模の要件を表２－６に示す。 

耐震改修促進法６条第３項の規定による道路（以下、指定道路という。）としては、

表２－７、図２－7 に示すように第１次・第２次・第３次緊急輸送道路※を位置付ける。

地震によって倒壊した場合に、その敷地に接する指定道路の通行を妨げ、多数の者が円

滑な避難を困難とするおそれのある建築物（以下、通行障害建築物という。）は、その

高さにより特定既存耐震不適格建築物（耐震改修促進法 14 条３号）に該当する（高さ

の基準については、図２－8「法第 14 条３号に該当する建築物の高さの要件」参照）。 

調査の結果、本町では民間建築物、町有建築物のいずれにおいても耐震診断義務建築

物は存在しない。そのため、以降は本町の特定既存耐震不適格建築物の現状を整理する。 

また、平成 31 年１月の耐震改修促進法改正により、通行障害建築物として建物に附

属する一定の高さ・長さを有するブロック塀等（コンクリートブロック造、石造、れん

が造その他の組積造又は補強コンクリートブロックの塀）が新たに追加されている（高

さの基準については、図２－9「法第 14 条３号に該当するブロック塀等の高さの要件」

参照、ブロック塀等の安全性の目安については、図２－10「ブロック塀等の安全性に

係る点検のチェックポイント」参照）。 

 

※第 1 次・第 2 次緊急輸送道路は奈良県緊急輸送道路ネットワーク計画（H29、奈良

県）に則り設定、第 3 次緊急輸送道路は田原本町が指定する避難所等を基に独自で

設定 
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表 2－6 耐震診断義務建築物（耐震改修促進法第 7 条、附則第 3 条）、特定既存耐震不適

格建築物（同法第 14 条）、指示対象となる規模（法第 15 条第２項）一覧 

 

  

第1号 階数2以上かつ500㎡以上 750㎡以上 階数2以上かつ1,500㎡以上

階数2以上かつ1,000㎡以上 1,500㎡以上

※屋内運動場の面積を含む ※屋内運動場の面積を含む

学校 第2号以外の学校 － －

病院、診療所

集会場、公会堂

展示場

ホテル、旅館

遊技場

公衆浴場

卸売市場 － －

－ －

事務所 － －

－ －

第4号 階数1以上かつ1,000㎡以上 2,000㎡以上
階数1以上かつかつ5,000㎡

以上

法第 14条

第2号

政令で定める数量以上の危

険物を貯蔵、処理する全て

の建築物

500㎡以上

階数1以上かつ5,000㎡以上

（敷地境界線から一定距離

以 内に存す る建 築物 に限

る）

法第 14条

第3号

図2-8「法第14条第3号に該

当 す る建築 物の 高さの要

件」参照

図2-8「法第14条第3号に該

当 す る建築 物の 高さの要

件」参照

敷地が法第5条第3項第2号

の規定により都道府県耐震

改修促進計画に記載された

道路又は第6条第3項第1号

の規定により市町村耐震改

修促進計画に記載された道

路に接する通行障害建築物

法 第 5 条

第3項第1

号

－ － － －

法第5条第3項第1号の規定

により都道府県耐震改修促

進計画に記載された病院、

官公署その他大規模な地震

が発生した場合においてそ

の利用を確保することが公

益上必要な建築物

法第14条の所有者の努力

義務及び法第15条第1項の

指導・助言対象建築物

※1

法第15条第2項の

指示対象となる規模

※2

法第7条及び附則第3条の

耐震診断義務建築物

※3

階数2以上かつ3,000㎡以上

幼稚園、保育所

小学校等

工場（危険物の貯蔵場又は処理場の用途に

供する建築物を除く。）

劇場、観覧場、映画館、演劇場

百貨店、マーケットその他の物品販売業を含

む店舗

博物館、美術館、図書館

飲食店、キャバレー、料理店、ナイトクラブ、

ダンスホールその他これらに類するもの

車両の停車場又は船舶若しくは航空機の発

着場を構成する建築物で旅客の乗降又は待

合の用に供す

自動車倉庫その他の自動車又は自転車の停

留又は駐車のための施設

小学校、中学校、中等

教育学校の前期過

程、特別支援学校

ボーリング場、スケート場、水泳場その他これ

らに類する運動施設

危険物の貯蔵場又は処理場の用途に供する

建築物

階数3以上かつ1,000㎡以上

敷地が法第5条第3項第2号若しくは第3号の

規定により都道府県耐震改修促進計画に記

載された道路又は第6条第3項の規定により

市町村耐震改修促進計画に記載された道路

に接する通行障害建築物

階数2以上かつ1,000㎡以上 2,000㎡以上 階数2以上かつ5,000㎡以上

2,000㎡以上 階数3以上かつ5,000㎡以上

老人ホーム、老人短期入所施設、身体障害

者福祉ホームその他これらに類するもの

老人福祉センター、児童厚生施設、身体障害

者福祉センターその他これらに類するもの

体育館（一般公共の用に供されるもの）

理髪店、質屋、貸衣装屋、銀行その他これら

に類するサービス業を営む店舗

賃貸住宅（共同住宅に限る。）、寄宿舎、下宿

耐震改修

促進法

政令第6

条第2項
用途

郵便局、保健所、税務署その他これに類する

公益上必要な建築物

法第14条

第1号

第2号

第3号
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※１：表中の要件に該当し、かつ耐震性が不十分又は不明な建築物の所有者に対して、

所管行政庁（奈良県）は、耐震診断・耐震改修について必要な指導及び助言（耐震

診断・耐震改修の必要性や方法等についての説明など）をすることができる 

※２：表中の要件に該当し、かつ耐震性が不十分又は不明な建築物の所有者に対して、

所管行政庁（奈良県）が必要な耐震診断・耐震改修が行われていないと認めると

きには、必要な指示をすることができる。また、指示を受けた所有者が正当な理

由なく、その指示に従わなかったときには、その旨を公表することができる 

※３：表中の要件に該当する建築物の所有者は、耐震診断の実施とその結果の報告を義

務づけられ、また、所管行政庁（奈良県）は当該結果の公表を行う 

 

 

表 2－7 耐震改修促進法６条第３項の規定による道路一覧 

（緊急輸送道路等の指定路線（第１次・第２次・第３次緊急輸送道路 ）） 

機能区分 道路種別 路 線 名 

第１次 
一般国道(指定区間) 

国道 24 号 

国道 24 号橿原バイパス 

京奈和自動車道 

主要地方道 桜井田原本王寺線 

第２次 
主要地方道 

桜井田原本王寺線 

天理王寺線 

一般県道 結崎田原本線 

第３次 

一般国道(指定区間) 国道 24 号 

主要地方道 
大和高田桜井線 

桜井田原本王寺線 

一般県道 田原本広陵線 

町道 

唐古法貴寺線、鍵法貴寺線、千代阪手線、 
阪手八尾大橋線、新町 1 号線、味間八田線、 
八条笠形平田線、伊予戸 10 号線、 
笠形為川北方線、味間 28 号線、 
十六面黒田線、宮古 1 号線、富本松本線、 
金剛寺 11 号線、三笠宮森線、西竹田満田線 
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図 2－7 耐震改修促進法６条第３項の規定による道路位置図 

（緊急輸送道路等の指定路線（第１次・第２次・第３次緊急輸送道路）） 

   

：第１次緊急輸送路 

：第２次緊急輸送路 

：第３次緊急輸送路 

Ｎ 
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図 2－8 法第 14 条第３号に該当する建築物の高さの要件 

 出典：一般財団法人日本建築防災協会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 2－9 法第 14 条第３号に該当するブロック塀等の高さの要件 

 出典：国土交通省 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－10 ブロック塀等の安全性に係る点検のチェックポイント 

 出典：国土交通省 

①前面道路幅員が 12ｍを超える場

合、幅員の１／２の高さを超える

建築物 

 

②前 面 道 路 幅 員 が 12ｍ以 下 の場

合、6ｍの高さを超える建築物 

 

・倒壊した場合において、避難路の過半を

閉塞するおそれのある組積造（補強コン

クリートブロック造を含む）の塀（前面

道路中心線からの距離の1/2.5倍を超える

高さのもの【0.8ｍ超の範囲で地方公共団

体が別途規定可能】） 

・過大な規制となることを避ける観点か

ら、一定の長さを超える塀（小規模建築

物の塀が対象外となるよう25ｍ【８ｍ以

上25ｍ未満の範囲で地方公共団体が別途

規定可能】を超える長さのもの） 

１.塀は高すぎないか 
・塀の高さは地盤から2.2ｍ以下か。 

２.塀の厚さは十分か 
・塀の厚さは10cm以上か。（塀の高さが２ｍ超2.2ｍ以下 

の場合は15cm以上） 

３.控え壁はあるか。（塀の高さが1.2ｍ超の場合） 
・塀の長さ3.4ｍ以下ごとに、塀の高さの1/5以上突出した

控え壁があるか。 

４.基礎があるか 
・コンクリートの基礎があるか。 

５.塀は健全か 
・塀に傾き、ひび割れはないか。 

６.塀に鉄筋は入っているか 
・塀の中に直径９mm以上の鉄筋が、縦横とも80cm間隔以下

で配筋されており、縦筋は壁頂部及び基礎の横筋に、横
筋は縦筋にそれぞれかぎ掛けされているか。 

・基礎の根入れ深さは30cm以上か。（塀の高さが1.2ｍ超の場合） 
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１）民間の特定既存耐震不適格建築物の耐震化の現状 

  令和２年 11 月時点における本町の民間建築物で特定既存耐震不適格建築物の要

件に該当する建築物は 71 棟ある。そのうち、昭和 57 年以降の建築物が 52 棟、昭

和 56 年以前の建築物が 19 棟となっている。昭和 56 年以前の建築物のうち耐震性

があるもの※１を考慮すると、耐震性のある建築物数は 58 棟と推測され、耐震化率

は 81.7％である。 

なお、多数の者が利用する建築物（耐震改修法第 14 条第１号）については、要件  

に該当する建築物は 38 棟ある。そのうち、昭和 57 年以降の建築物が 28 棟、昭和

56 年以前の建築物が 10 棟となっている。昭和 56 年以前の建築物のうち耐震性が

あるもの※１を考慮すると、耐震性のある建築物数は 31 棟と推測され、耐震化率は

81.6％である。 

 

表 2－8 民間の特定既存耐震不適格建築物の耐震化の現状 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１：「S56 以前の特定建築物で耐震性有りの 

棟数の比率（国推計より）」から算出 

（小数は切り捨て）。 

「事務所、工場等」はその他の比率による。 

２号、３号は総数の比率による。 

※２：１号との重複 7 件を除く。 

S56 以前の特定建築物で耐震性 
ありの棟数の比率（国推計より） 
・学校     ＝２９．８％ 
・病院、診療所 ＝４２．１％ 
・社会福祉施設 ＝４４．６％ 
・ホテル、旅館等＝３５．８％ 
・店舗、百貨店 ＝４７．８％ 
・賃貸共同住宅 ＝７６．０％ 
・その他    ＝４９．６％ 
・総数     ＝４３．８％ 

うち耐震性あり
※１ ②

老人ホーム 0 0 4 4 4 100.0%

保育園 0 0 2 2 2 100.0%

病院 0 0 1 1 1 100.0%

店舗 3 1 1 2 4 50.0%

賃貸住宅 1 0 9 9 10 90.0%

事務所、工場等 6 2 11 13 17 76.5%

１号　まとめ 10 3 28 31 38 81.6%

4 1 4 5 8 62.5%

5 2 20 22 25 88.0%

19 6 52 58 71 81.7%

法
第
1
4
条
１
号

法第14条２号

法第14条３号 ※２

法第14条１～３号　まとめ

Ｓ56以前①
Ｓ57以降

③

耐震性
あり

④＝②+
③

建築物数
⑤＝①+

③

耐震化率
⑥＝④/

⑤
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２）町有の特定既存耐震不適格建築物の耐震化の現状 

  令和２年 12 月時点における本町の町有建築物で特定既存耐震不適格建築物の要

件に該当する建築物は 20 棟ある。そのうち、昭和 57 年以降の建築物が 12 棟、昭

和 56 年以前の建築物が 8 棟ある。昭和 56 年以前の建築物は 8 棟全てで耐震改修

が実施済み、又は耐震診断の結果、耐震性が確認されている。そのため、町有の特定

既存耐震不適格建築物は 100％耐震化されている。 

なお、第一体育館は現在使用中止となっているため、特定既存耐震不適格建築物に 

は含んでいない。 

 

表 2－9 町有の特定既存耐震不適格建築物の耐震化の現状 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※病院は組合立国保中央病院（町有ではないが、他自治体と設立した自治体病院で、田 

原本町内にあるため、対象とする）。 

 

  

うち耐震性あり
②

学校 6 6 5 11 11 100.0%

幼稚園 1 1 0 1 1 100.0%

病院 ※ 0 0 1 1 1 100.0%

庁舎 0 0 1 1 1 100.0%

その他 1 1 5 6 6 100.0%

１号　まとめ 8 8 12 20 20 100.0%

― ― ― ― ― ―

― ― ― ― ― ―

法
第
1
4
条
１
号

法第14条２号

法第14条３号

Ｓ56以前①
Ｓ57以降

③

耐震性
あり

④＝②+
③

建築物数
⑤＝①+

③

耐震化率
⑥＝④/

⑤
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（３）町有施設の耐震化の現状  

建築物を含む町有施設は 72 施設で、建築物数は 325 棟である。昭和 56 年以前の

建築物は 103 棟であり、そのうち 56 棟で耐震性がない、又は耐震性が未確認である。

耐震化率は 82.8％となっている。 

 

表 2－10 町有施設の耐震化の状況 

施設数 ※1  72 施設 

建築物数 ※1、2 325 （20） 棟 

  昭和 56 年以前  103 （8） 棟 

    耐震性なし・耐震性未確認 56 （0） 棟 

    耐震性あり 47 （8） 棟 

  昭和 57 年以降（耐震性あり）  222 （12） 棟 

※１：組合立国保中央病院、旧第一体育館を含める  

 ※２：建築物数は特定既存耐震不適格建築物を含む。（ ）内の数値は特定既存耐震

不適格建築物 

 

表 2－11 町有施設の耐震化率 

耐震性あり 269 棟 

建築物数 325 棟 

耐震化率 
82.8 ％ 

（269 棟/325 棟） 
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３．これまでの取り組み 

（１）住宅の耐震診断・耐震改修等への支援 

１）住宅の耐震診断 

地震時の被害が大きくなると予測される昭和 56 年以前の旧耐震基準の木造住宅

については、所有者等が耐震診断を希望する場合、町と協定を締結した団体と連携し

て技術者を派遣し、木造住宅の無料耐震診断を実施している。 

毎年度 10～20 件程度を上限として募集を行い、平成 27 年度から令和２年度に

ついては、53 件の耐震診断を実施している。平成 27 年度、平成 28 年度は 15 件、

以降は 6 件前後実施している。平成 28 年度以降、制度の利用件数は募集件数を下

回っている。 

  いずれの年度も耐震診断を実施した住宅のほとんどが倒壊の可能性があるとされ

る構造評点 1.0 未満という結果であるが、その結果を受けて耐震改修を実施してい

る住宅は毎年度、半数以下となっている。 

  また、構造、建築年問わず町内にある全ての一戸建て住宅を対象に、精密診断費へ

の補助も行っており、令和 2 年度に 1 件の実施実績がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－11 木造住宅の無料耐震診断実施件数 

 

表 2－12 木造住宅の無料耐震診断実施件数 

（単位：件） H27 H28 H29 H30 R1 R2 

募集件数 15 20 20 15 15 10 

申込件数 15 15 6 7 5 5 

 うち、構造評点が 1.0 未満の件数※ 15 15 6 7 5 4 

 うち、診断後改修工事実施件数 ― 6 1 2 1 0 

  ※耐震診断の結果、構造評点が 1.0 未満のものは倒壊の可能性があるとされている 
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２）住宅の耐震改修 

耐震改修は、個人の財産に対して施工するものであり、基本的に所有者の責任にお

いて実施すべきものである。しかし、耐震化により地震時の建築物の被害が軽減され

ることで仮設住宅やがれきの減少が図られ、早期の復旧・復興に寄与することや避難

路が確保される等、一定の公共性が認められる。このことから、耐震化を促進するた

めの優遇措置として、町の財政状況等を考慮した上で、耐震性が不十分である木造住

宅の耐震性を満たすために行う耐震改修工事の費用の一部を補助する事業を実施し

ている。 

平成 27 年度から令和２年度については、15 件の補助実績がある。平成 28 年度

以降、制度の利用件数は募集件数を下回っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－12 木造住宅の耐震改修工事費補助件数 

 

 

３）ブロック塀等の撤去等 

平成 31 年１月の耐震改修促進法改正により、通

行障害建築物として住宅・建築物に附属する一定

の高さ･長さを有するブロック塀等が追加された。

これを受け、本町では令和元年度よりブロック塀

等（コンクリートブロック造、石造、れんが造その

他の組積造又は補強コンクリートブロックの塀）

の撤去工事及び改修工事（ブロック塀等に代わる

軽量フェンス等の設置）の一部を補助する事業を

実施している。 

10 件を上限とした応募に対して、令和元年度は

4 件、令和２年度は 9 件の実施実績がある。 
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図 2－13 

ブロック塀等の撤去等補助件数 
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（２）普及啓発事業（情報提供、情報発信） 

 地震被害の想定や建築物の耐震化の必要性、本町の支援策等を町民に広く伝えるため

の普及啓発事業を行っている。 

 

表 2－13 普及啓発事業一覧 

事業 概要 

耐震改修促進計画の配布 町ホームページで公開 

総合防災マップの配布 災害に対する備え、災害発生時の避難に役立つ情報を掲載 

耐 震 制 度 周 知 のチラシ配

布 

固定資産税の納税通知書に耐震制度の周知を目的とした

チラシを同封 

耐震化フォーラム・相談会

の開催 

年に一度、NPO 法人と連携して耐震化についての住民フォーラ

ムを実施。あわせて耐震化に関する個別相談会を実施 

各種広報媒体を活用した 

周知 

町ホームページや町の広報において、耐震化の取り組みの

必要性や各種補助事業の紹介 

防災出前講座の実施 
自治会、防災会など各種団体要請により、町職員が防災・

減災に関する防災出前講座を実施 

特定既存耐震不適格建築

物所有者向けの取り組み 

所有者へ電話による耐震診断、耐震改修に関する啓発を実

施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－14 納税通知書同封のチラシ 



第２章 耐震化の現状 

24 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－15 耐震化フォーラム・相談会の案内 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－16 

                       田原本町防災出前講座の案内 
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第３章 耐震化の目標の設定 

 

１．耐震化の目標の設定 

（１）国、県の耐震化の目標設定 

国では、「国土強靱化アクションプラン 2018」及び研究会とりまとめにおいて、

県では、「奈良県耐震改修促進計画」（令和２年度改定）において住宅・建築物につい

て表３－１のとおり目標設定を行っている。 

住宅については、国の研究会とりまとめ及び県において、５年後の令和７年度まで

に耐震化率 95％という目標を設定している。 

建築物について、国の研究会とりまとめでは耐震診断義務建築物に重点を置き、令

和 7 年度までに耐震性を有しない建築物ストックの概ね解消、県では令和７年度ま

でに多数の者が利用する建築物の耐震化率 95％という目標を設定している。なお、

本町には耐震診断義務建築物は存在しない。 

 

表 3－1 国、県の耐震化率の目標 

 国 県 

住
宅 

国土強靱化アクションプラン 2018 

・令和２年度までに 95％ 

・令和７年度までに耐震性を有しな

い住宅ストックの概ね解消 
・令和７年度までに 95％ 

研究会とりまとめ 

・令和７年度までに 95％ 

・令和 12 年度までに耐震性を 

有しない住宅ストックの概ね解消 

建
築
物 

国土強靱化アクションプラン 2018 

・多数の者が利用する建築物 

令和２年度までに 95％ ・多数の者が利用する建築物 

令和７年度までに 95％ 

・県有建築物 

令和７年度までに 98％ 
研究会とりまとめ 

・耐震診断義務建築物 

令和７年度までに耐震性を 

有しない建築物ストックの概ね解消 
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（２）住宅の耐震化の目標設定 

■目標設定 

 住宅の耐震化の現状、これまでの本町の取り組み、国や県の目標を踏まえて、地震

による被害を減少させるため、住宅の耐震化率を令和７年度までに 95％とすること

を目標とする。 

 

現在：令和２年度 
 

目標：令和７年度 

耐震化率：86.1％ 耐震化率：95.0％ 

耐震性を満たす戸数/全住宅戸数 

10,164 戸/11,809 戸 

耐震性を満たす戸数/全住宅戸数 

11,670 戸/12,284 戸※ 

※令和７年度の全住宅戸数：世帯数の推移（住民基本台帳）、住宅・土地統計調査を 

利用し、推計を行った。 

図 3－1 住宅の耐震化率の現状と目標 

 

■目標達成に向けて耐震化を図る必要がある住宅数の推計 

 現状と同様のペースで耐震化が進んだと想定した場合、令和７年度に耐震化率は

90.7％となる見込み※で、目標とする 95％には達しない。95％を達成するために

は、529 戸をさらに耐震改修及び除却・建替えにより耐震化を図るものとする。 

※耐震化率の見込み（R７年度）：過去の住宅・土地統計調査結果から推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  図 3－2 住宅の耐震化率（令和２年度、令和７年度（現状のペース、目標）） 
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（３）民間の特定既存耐震不適格建築物の耐震化の目標設定 

■目標設定 

 民間の特定既存耐震不適格建築物の耐震化の現状、これまでの本町の取り組み、国

の目標を踏まえて、地震による被害を減少させるため、所管行政庁である県と連携し

て、民間の特定既存耐震不適格建築物のうち多数の者が利用する建築物の耐震化率を

令和７年度までに 100％（全て解消）とすることを目標とする。 

  

現在：令和２年度  目標：令和７年度 

耐震化率：81.6％ 耐震化率：全て解消 

（31 棟/38 棟） （38 棟/38 棟） 

図 3－3 民間の特定既存耐震不適格建築物の耐震化率の現状と目標 

 

 

（４）町有の特定既存耐震不適格建築物の耐震化の目標設定 

 全ての町有の特定既存耐震不適格建築物の耐震化が確認されたことから、町有の

特定既存耐震不適格建築物については、耐震化の目標は設定しないこととする。 

今後も適切な施設管理を行うなかで、建築物の安全を確保していく。 

 

 

 

（５）町有施設の耐震化の目標設定 

町有施設は、特定既存耐震不適格建築物に該当する建築物以外の建築物も、被災後

の応急対策活動や町民の活動の拠点となることから、また、施設所有者として「町

民、施設利用者の生命（安全）」を守る責務から、早急に耐震化を進めていく必要が

ある。また、特定既存耐震不適格建築物の所有者は、耐震診断を行い、必要に応じて

耐震改修を行うように努めなければならないこととなっている。このことからも、

町有の特定既存耐震不適格建築物の耐震化をより一層進めていく。 

基本的な対策としては、耐震改修で対応するが、老朽化や機能面、町民のニーズ等

から長期的活用が難しい建築物については複数施設の合築、集約化等の検討を行い、

建替え・解体により耐震化を推進する。さらに、建築物の用途や規模による重要度、

建築物の倒壊危険度を考慮した優先順位付けを行い、緊急度の高い建築物から耐震

化を進める。 
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表 3－2 耐震化の現状と目標の一覧 

建築物の種別 現在：令和２年度 目標：令和７年度 

住宅 耐震化率 86.1％ 耐震化率：95％ 

民間の特定既存耐震不

適格建築物のうち多数の

者が利用する建築物 

耐震化率：81.6％ 耐震化率：全て解消 

町有の特定既存耐震不

適格建築物 

全ての町有の特定既存耐

震不適格建築物の耐震化

が確認されている 

建築物の安全を 

引き続き確保 

町有施設 耐震化率 82.8％ 
緊急度の高い建築物から 

耐震化を進める 

 

  



第４章 耐震化を促進するにあたっての課題 

29 

第４章 耐震化を促進するにあたっての課題 

 

１．耐震化を促進するにあたっての課題 

 本町では、これまで前回計画に則って住宅・建築物の耐震化を進めてきた。 

今後、建築物の所有者とのやりとり等から明らかになった現状や、耐震化を取り巻く

状況の変化を踏まえて、奈良盆地東縁断層帯地震や南海トラフ巨大地震等の大規模地震

の発生に備えて、さらに耐震化を進めていく上での課題を以下に示す。 

【現状】                   【課題】 

  ・自ら住んでいる住宅の耐震性についての

危機感がない（薄い） 

・対策の必要性は認識しても、何をしたらよ

いのか、どれだけの費用がかかるのか、ど

こに相談したらよいか等が分からない 

・費用に対してどれくらいの効果が得られ

るのかが見えにくい 

・町の助成制度等について、その存在が十分

に認知されていない（制度の利用件数が募

集件数を下回っている） 

・一部の悪質業者等への警戒心から、耐震改

修への抵抗感をもっている 

・対策の必要性は認識していても、費用負担

の大きさが障害となっている 

・旧耐震基準の住宅は築年数が 40 年以上経

過し、耐震性の確保だけでなく老朽化への

対応も大きな課題となっている 

・旧耐震基準の住宅の所有者に高齢者が多

く、耐震化への意欲の低下が懸念される 

・大規模地震が切迫する中でのまち全体の

安心・安全確保に向けて、建築物の所有者

等個々の取り組みの重要性が増している 

・防災意識の高い町民においては、新耐震基

準建築物の耐震性に対しても不安を感じ

ている             など 

・南海トラフ巨大地震等の大規模地震の発生の切迫性が高まっている（早急な取り
組みが必要） 

・東日本大震災、大阪北部地震等を経て天井材等の非構造部材の落下等、建築物の
構造耐力以外の部分での危険性やブロック塀等の倒壊の危険性が認知され、関心
が高まっている 

【耐震化を取り巻く状況の変化】 

課題① 

迫る大規模地震に対する住ま

い等の危機感の認識、防災意

識の醸成が必要 

課題② 

安心して耐震化に取り組める

環境整備が必要 

課題③ 

建物所有者それぞれの事情を

踏まえた自主的な耐震化の取

り組みへの支援策が必要 

課題④ 

大規模地震の発生に備えたま

ちの安心・安全性のさらなる向

上が必要 

図 4－1 耐震化を促進するにあたっての課題の整理 

第４章 耐震化を促進するにあたっての課題 
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第５章 耐震化を促進するための方針 

 

１．耐震化を促進するための基本的な考え方  

耐震改修は基本的に建築物の所有者の責任において実施されるべきものであり、町の

取り組みだけで耐震化を促進していくことには限界がある。 

つまり、町民・建築物の所有者が、「自分の命は自分で守る、自分の財産は自分で守

る」とともに「個々の耐震化の取り組みが地域住民等の命を守ることに繋がる」という

考えのもと、耐震化の主体であると認識し、自主的に耐震化に取り組むことがなにより

も重要となる。 

町は、耐震化の主体である町民・建築物の所有者の取り組みを「支援」するという立

場で、耐震化に対する情報不足や費用負担の大きさなどの課題の解消、軽減を図ること

とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－1 耐震化を促進するための基本的な考え方 

  

耐震化の主体 

・住民 ・建築物の所有者 

 

 

田原本町 

支援・環境整備 

・防災意識等のレベルに応じた的確な情報提供 

・所有者個々の事情を踏まえた支援メニューの充実 

・費用負担の軽減     など 

自分の命・財産は自分で守る 

個々の取り組みが地域住民等の命を守ることに繋がる 

第５章 耐震化を促進するための方針 
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２．耐震化を促進するにあたっての基本的な取り組み方針 

今後、耐震化を促進していくにあたり、これまでの取り組みで明らかになってきた現

状や課題に対して、取り組み方針を以下に示す。 

 

1①経済的な補助を継続する  

本町では、これまでも耐震診断や耐震改修、ブロック塀等の撤去・改修の補助事業

を行ってきた。耐震化の課題として「費用負担の大きさ」があげられていることか

ら、補助事業を継続実施していく。 

また、補助事業は近年、利用件数が募集件数を下回っているため、より多くの住宅

所有者等に利用してもらえるよう、手続きのしやすさ等について見直しを検討して

いく。 

 

1②普及啓発（情報提供、情報発信）を行う  

本町では、これまでも耐震化フォーラムの開催等の普及啓発事業を行ってきた。し

かしながら、耐震化の課題として「防災意識の低さ・耐震化の情報不足」があげられ

ていることから、今後も継続して実施していく。 

無料耐震診断等の受診者のうち、構造評点が 1.0 未満（倒壊の可能性がある）と

いう結果の住宅の所有者に対しては、耐震改修や除却、建替え、耐震シェルターの設

置等、所有者自身の事業にあわせた耐震化の取り組みが実施できるよう、積極的な

情報提供を行っていく。建築業者等との連携により、リフォームにあわせた耐震改

修の誘導等も行っていく。 

また、地震発生時の住宅・建築物やブロック塀等の倒壊による歩行者等の負傷等を

防ぐとともに、災害時に避難路等を確保し、早期の復旧・復興に寄与するという観点

から、指定道路沿道周辺の住宅・建築物の所有者に対し、重点的に普及啓発を行って

いく。 

加えて、「非構造部材の落下や新耐震基準建築物に対しての不安」もみられること

から非構造部材を含めた建築物の総合的な安全対策に関する事項や新耐震基準建築

物の安全性についても情報提供を行っていく。 

 

1③除却・建替えを促進していく  

本町では、これまでは主に耐震診断、改修による耐震化を促進してきたが、旧耐震

基準の住宅は築年数が 40 年以上経過し、耐震性の確保だけでなく老朽化への対応

も大きな課題であることから、旧耐震基準建築物の危険性を伝えていくことにより、

除却・建替えも促進していく。 
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1④所有者個々の事情にあわせた取り組みを行う  

費用負担の大きさや、旧耐震基準の住宅の所有者に高齢者が多く、費用対効果や生

活の変化から耐震化への意欲の低下が懸念されることが耐震改修等を妨げる要因と

なっている。 

このことから、建築物全体の耐震改修が困難な場合は、地震時の建築物倒壊による

生命の危険を低減できる、「生命を守る」ことに主眼をおいた部分的な耐震改修や、

耐震シェルターの設置に対する補助制度の創設、家具の転倒防止等の比較的安価な

方法の紹介及び補助制度創設の検討等を行っていくなど、個々の事情にあわせた地

震時の安全性の確保の取り組みを充実させていく。 

また、災害時にスムーズな避難が難しいと想定される高齢者や障がい者に焦点を

当て、優先的に支援を行うことも検討していく。 
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第６章 耐震化を促進するための取り組み 

 

１．耐震診断・耐震改修を促進する支援策 

（１）現在の支援制度の継続 

本町においては、これまでも耐震化により建築物の被害が軽減されることで仮設住宅

やがれきの減少が図られ、早期の復旧・復興に寄与することや避難路が確保される等、

一定の公共性が認められるという考えのもと、木造住宅の無料耐震診断、住宅精密耐震

診断費補助、木造住宅の耐震改修工事費補助を行っている。また、令和元年度からは新

たに、ブロック塀等撤去費等に対する補助を行っている。 

 

表 6－1 木造住宅の無料耐震診断の概要（令和２年度時点） 

対象建築物 

町内にある木造住宅※ 

昭和 56 年５月 31 日以前に着工された建築物（柱、梁、筋かいなど

で軸組を形成するもの） 

延べ床面積がおおむね 250 ㎡以下で、地階を除く階数が２階建て

以下のもの 

※住宅：一戸建ての住宅、長屋・共同住宅。なお、店舗などの用途

を兼ねる場合は、店舗などの部分の床面積が延べ床面積

の２分の１未満のものに限り含まれる。 

対象者 

対象となる住宅の所有者 

・共有の建築物の場合は、共有者全員により合意された代表者 

・賃貸住宅や借家などの場合は、当該賃貸借人全員の合意を得た

もの 

事業内容 

 

所有者からの申請を受け、町が指定する診断員を対象となる住宅

へ派遣して、耐震診断を実施。耐震診断終了後、耐震診断の結果

などを申請者に報告。 

費用 無料 

 

表 6－2 住宅精密耐震診断費補助の概要（令和２年度時点） 

対象建築物 

町内にある一戸建て住宅※（軽鉄造などの非木造住宅も対象、建

築年問わず） 

※住宅：一戸建ての住宅、長屋・共同住宅。なお、店舗などの用途

を兼ねる場合は、店舗などの部分の床面積が延べ床面積

の２分の１未満のものに限り含まれる。 

対象者 
対象となる住宅の所有者 

共有の建築物の場合は、共有者全員により合意された代表者 

補助費用 
耐震診断費の３分の２の額（1,000 円未満は切り捨て） 

・補助金の上限額は 86,000 円 
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表 6－3 木造住宅の耐震改修工事費補助の概要（令和２年度時点） 

対象建築物 

町内にある木造住宅※ 

昭和 56 年５月 31 日以前に着工された建築物（柱、梁、筋かいなど

で軸組を形成するもの） 

町が実施する木造住宅の耐震診断又は町が実施する耐震診断方

法と同等以上の効力を有すると認められる耐震診断により、診断

結果が 1.0 未満と診断された住宅 

※住宅：一戸建ての住宅、長屋・共同住宅。なお、店舗などの用途

を兼ねる場合は、店舗などの部分の床面積が延べ床面積

の２分の１未満のものに限り含まれる。 

対象者 

対象となる住宅の所有者など 

・共有の建築物の場合は、共有者全員により合意された代表者 

・賃貸住宅や借家などの場合は、当該賃貸借人全員の同意が必要 

・居住者が施工する場合は、対象住宅の所有者の同意が必要 

条件 

耐震改修工事で耐震診断結果が 1.0 未満と診断された住宅を 1.0

以上とする耐震改修工事、又は 0.7 未満と診断された住宅を 0.7 以

上とする耐震改修工事 

費用 

対象住宅一棟当たりの補助金の額は、耐震改修工事費で上限

100 万円又は耐震改修工事費の５分の４のいずれか低い方の額 

・耐震改修工事に付随しない模様替えなどの改装費や設備工事

費、調査費、耐震診断費、設計費、申請書類などの作成費用、そ

の他直接耐震改修工事の施工以外のものは補助の対象になら

ない。 
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表 6－4 ブロック塀等撤去費等補助の概要（令和２年度時点） 

対象 
コンクリートブロック造、石造、れんが造その他の組積造又は補強

コンクリートブロックの塀 

対象者 

（１）補助対象工事を実施するブロック塀等の所有者又は管理者 

（２）補助金の交付を申請しようとする日の属する年度の前年度以

前の町税等を滞納していない者 

条件 

（１）ブロック塀等（次に掲げる要件の全てを満たす部分に限る。）を

撤去する、又は高さを 0.6m 未満にする工事（以下「ブロック塀

等撤去工事」という） 

ア 道路等に面して町内に設置されていること。 

イ 道路等から高さがブロック塀等と道路等の境界までの水平距

離に 0.6m を加えた高さ以上であること。 

ウ 点検表１（様式第１号）又は点検表２（様式第２号）による点

検結果で、不適合が１項目以上あること。 

 

（２）ブロック塀等撤去工事と併せて、撤去したブロック塀等に代わ

る軽量フェンス等を設置する工事（以下「ブロック塀等改修工

事」という） 

費用 

（１）ブロック塀等撤去工事 

・ブロック塀等の撤去工事にかかった経費(10,000 円/m を限度)の

２分の１の額（ただし上限 100,000 円） 

 

（２）ブロック塀等改修工事 

・ブロック塀等の撤去工事にかかった経費(10,000 円/m を限度)及

び、軽量フェンス等を設置する工事にかかった経費(10,000 円/m

を限度)の２分の１の額（ただし、それぞれ上限 100,000 円） 
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（２）新たな支援制度の実施 

 耐震性が不足していると思われる住宅の所有者には、比較的高齢者が多く、建物の状

況や所有者等の個別事情により、建物全体での耐震改修が難しい状況にある住宅が多く

あると考えられる。 

このような所有者などに対しては、地震による住宅の倒壊から生命を守ることを最優

先に考え、耐震シェルターの設置に対する助成制度の導入を検討している。 

 

表 6－5 耐震シェルター設置工事補助の概要（案）（令和２年度時点） 

対象 

以下の要件に該当する住宅 

（１）町内に存するもの 

（２）昭和 56 年５月 31 日以前に着工されたもの 

（３）地上階数が２以下のもの 

（４）耐震診断によう構造評点が 1.0 未満と診断されたもの 

対象者 

対象となる住宅の所有者 

・補助対象住宅の所有者と、居住者又は土地の所有者とが異なる

場合は、耐震シェルターを設置することについての当該居住者又 

は土地の所有者の同意が必要 

・補助対象住宅の所有者が２者以上いる場合は、耐震シェルター

を設置することについての共有者全員の同意が必要 

・補助対象住宅の所有者以外の者が耐震シェルターを設置する場

合は補助対象住宅の所有者の同意が必要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ※補助対象の耐震シェルターは、「奈良県耐震シェルター設置補助事業費補助金交付要綱」

に指定するものとする 

 

  

図 6－1 

耐震シェルターのイメージ 

出典：奈良県建築労働共同組合 
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２．普及啓発事業（情報提供、情報発信） 

（１）取り組み方針 

本町では、これまでも補助事業や普及啓発事業を通じて耐震化を促進してきたが、そ

のなかで、「自ら住んでいる住宅の耐震性について危機感がない（薄い）」等といった防

災意識の低さや、「対策の必要性は認識しても、何をしたらよいのか、どれだけの費用

がかかるのか、どこに相談したらよいか等が分からない」等といった耐震化に関する情

報不足が課題であることから、引き続き普及啓発を行っていく。 

また、災害時に避難路等を確保し、早期の復旧・復興に寄与するという観点から、指

定道路沿道周辺の住宅・建築物の所有者に対し、重点的に普及啓発を行っていく。 

さらに、「生命を守る」ことに主眼をおいた取り組みに関する事項や、地震時の建築

物の総合的な安全対策に関する事項等についても、これまで以上に広く伝えていくこと

とする。 

加えて、災害時にスムーズな避難が難しいと想定される高齢者や障がい者等を意識し

た啓発方法を検討していく。 

 

（２）主な普及啓発の取り組み 

普及啓発にあたっては、「防災意識の向上」、「耐震改修・除却・建替えの必要性の認

知」、「耐震化に関する支援策の認知」、「耐震化に関する正しい知識の普及」を目的に、

町民の行動の変化につなげることを目指す。 

表 6－6 取り組みの一覧 

取り組み 概要 

耐震改修促進計画 町ホームページで公開 

総合防災マップの配布 災害に対する備え、災害発生時の避難に役立つ情報を掲載 

耐震化フォーラムの開催 
年に１回以上、町民を対象とし耐震化に関するフォーラム

及び相談会を実施 

住宅無料相談 

住宅の耐震リフォーム、バリアフリー・リフォームや悪質リフ

ォームへの不安等について、奈良県に登録された住宅・建

築の専門のアドバイザーが相談に応じる 

各種広報媒体を活用した周知 
町ホームページや町の広報において、耐震化の取り組み

の必要性や各種補助事業の紹介 

防災出前講座の実施 
自治会、防災会など各種団体要請により、町職員が防災・

減災に関する防災出前講座を実施 

特定既存耐震不適格建築物所

有者向けの取り組み 

所有者へ電話による耐震診断、耐震改修に関する啓発を

実施 

耐震診断受診者へのアフターフ

ォロー 

無料耐震診断等の受診者のうち、倒壊の可能性があるという

結果の住宅の所有者に対して、電話等により所有者の事情

にあわせた耐震化やその際活用可能な支援制度等を紹介 

建築事業者と連携した、リフォー

ムとあわせた耐震改修の誘導 

建築事業者との連携により、リフォームとあわせた耐震改

修の誘導及び、その際に活用可能な支援制度等を紹介 
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（３）普及啓発の内容 

 今後もこれまで同様に、耐震診断、耐震改修の必要性を広く伝えていくが、あわせて

耐震シェルターや耐震テーブル、防災ベッドの設置など耐震化以外の「生命を守る」こ

とに主眼をおいた取り組みの紹介や、ブロック塀等の安全対策といった建築物の総合的

な安全対策に関する事項等についても、普及啓発を行っていく。 

 建築物の耐震性に関しての規定は、昭和 56 年６月に大きく変更されているが、その

後も、阪神・淡路大震災をきっかけに平成 12 年６月に変更されている。つまり、新耐

震基準建築物においても、現行の耐震基準に合致していないものもあることから、より

安全性を高めるために、耐震性を強化していく必要があると考えられる。そのため、新

耐震基準建築物の耐震性強化に関する事項についても、普及啓発を行っていく。 

 また、本町に残る歴史的なまちなみの継承等の観点から、耐震改修の実施に際して、

国土交通省の「住宅・建築物等整備事業に係る景観形成ガイドライン（平成 17 年）」

の趣旨を踏まえた、景観形成上より良い住宅・建築物としていくための働きかけ等もし

ていく。 

表 6－7 耐震化以外の情報発信、情報提供事項 

「生命を守る」ことに主眼を

おいた取り組みに関する事

項 

 部分的な改修 

 耐震シェルター、耐震テーブル、防災ベッド 

など 

建築物の総合的な 

安全対策に関する事項 

 ブロック塀等の安全対策 

 窓ガラス、天井落下防止対策 

 エレベーターの地震防災対策 

 エスカレーターの地震防災対策 

 外壁タイルの落下防止対策 

 屋外広告物の落下防止対策   など 

その他の事項 

 除却・建替えに関する事項 

 家具の転倒防止策の推進に関する事項 

 リフォームにあわせた耐震改修の誘導に関す

る事項  

 新耐震基準建築物の耐震性強化に関する事

項 

 地震保険の加入によるメリットに関する事項 

 耐 震 改 修 とあわせて景 観 形 成 上 より良い住

宅・建築物とするための景観配慮についての

事項   など 
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（４）指定道路沿道周辺の住宅・建築物の所有者に向けた取り組みの検討 

 災害時の早期の復旧・復興には、避難路等を確保することが重要であり、指定道路沿

道周辺の住宅・建築物の耐震化は喫緊の課題である。 

指定道路沿道周辺の住宅・建築物の耐震化を促進していくため、当該地域での耐震化

やブロック塀等の撤去・改修の重要性や補助制度等についての情報提供や、啓発活動な

どの取り組みを行っていく。 

 

（５）高齢者や障がい者を意識した取り組み手法の検討 

 災害時にスムーズな避難が難しいと想定される高齢者や障がい者に焦点を当て、耐震

化に取り組みやすいような環境整備が必要であることから、今後、具体的な取り組みを

検討していく。 

 

◆考えられる手法 

・高齢者等を意識した普及啓発資料の作成 

・介護保険居宅介護（予防）住宅改修費補助事業と木造住宅の耐震改修工事費補助事業

の同時利用 

・障がい者を対象とした住宅改修費補助事業と木造住宅の耐震改修工事費補助事業の同

時利用 
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第７章 目標達成に向けて 

 

１．役割分担と連携  

町民・建築物の所有者の耐震化への自主的な取り組みを支援する観点から施策を講じ

るとともに、各主体である町民･建築物の所有者、事業者等、地域、町の役割分担を明

確にし、互いが連携して耐震化を促進する。 

 

１）町民･建築物の所有者の役割 

 町民及び建築物の所有者は、所有する建築物やブロック塀等の工作物の地震に対

する安全性を確保するとともに、その向上を図るよう努める。 

 町民及び建築物の所有者は、所有する特定既存耐震不適格建築物について耐震診

断を行い、必要に応じ耐震改修等を行うよう努める。 

 

２）事業者等の役割 

 事業者等は、市場において適切に住宅・建築物の耐震化が図られるよう、関係機関

（奈良県住宅・建築物耐震化促進協議会等）との連携のもと、建築物所有者等から

信頼される耐震診断・耐震改修を責任をもって実施する。 

 

３）地域の役割 

 自治会や自主防災組織等で所有する集会所や防災倉庫等について耐震診断を行い、

必要に応じて耐震改修を行うよう努める。  

 自治会や自主防災組織等の活動の中で、建築物の地震に対する安全性の向上につ

いて、啓発知識の普及に努める。  

 

４）町の役割 

 町は、建築物の地震に対する安全性の向上に関する啓発及び知識の普及に努める

とともに、建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るため、資料の提供等に努め

る。 

 補助制度の拡充・創設等により町民や建築物の所有者が耐震改修等を行いやすい

環境作りに努める。 

 国や県の耐震化施策に関する情報を発信していく。 

 地域やＮＰＯ団体等の耐震化に係る取り組みへの支援に努める。

第７章 目標達成に向けて 
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２．進行管理 

災害に強いまちの実現に向けて、ＰＬＡＮ（計画の策定・見直し）、ＤＯ（施策の実

施・運用）、ＣＨＥＣＫ（施策の評価）、ＡＣＴＩＯＮ（検討・改善）によるＰＤＣＡサ

イクルの手法に基づき進行管理を行い、必要に応じて計画の見直しを行うことで、本計

画による住宅・建築物等の耐震化を着実に促進していく。 

なお、住宅については、本計画における耐震化率の目標達成に向け、耐震化をより一

層推進していくため、田原本町住宅耐震化緊急促進アクションプログラムを毎年度策定

し、耐震化促進事業の具体的取り組みと支援目標を設定し、その実施・達成状況を把握、

検証、公表し、対策を進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7－1 ＰＤＣＡサイクルによる進行管理 

PLAN【計画】 
 

 計画の策定 

 施策の立案 

DO【実施】 
 

 施策の実施 

ACTION【見直し】 
 

 施策等の見直し 

 

CHECK【点検・評価】 
 

 施策の進捗状況の確認 

 進捗度、成果の評価・検証 
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参考資料 

 

参考１：関連法令 

（１）建築物の耐震改修の促進に関する法律（耐震改修促進法） 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は、地震による建築物の倒壊等の被害から国民の生命、身体及び財産を保護

するため、建築物の耐震改修の促進のための措置を講ずることにより建築物の地震に対す

る安全性の向上を図り、もって公共の福祉の確保に資することを目的とする。 

 

（定義） 

第二条 この法律において「耐震診断」とは、地震に対する安全性を評価することをいう。 

２ この法律において「耐震改修」とは、地震に対する安全性の向上を目的として、増築、改

築、修繕、模様替若しくは一部の除却又は敷地の整備をすることをいう。 

３ この法律において「所管行政庁」とは、建築主事を置く市町村又は特別区の区域について

は当該市町村又は特別区の長をいい、その他の市町村又は特別区の区域については都道府

県知事をいう。ただし、建築基準法（昭和二十五年法律第二百一号）第九十七条の二第一

項又は第九十七条の三第一項の規定により建築主事を置く市町村又は特別区の区域内の

政令で定める建築物については、都道府県知事とする。 

 

（国、地方公共団体及び国民の努力義務） 

第三条 国は、建築物の耐震診断及び耐震改修の促進に資する技術に関する研究開発を促進す

るため、当該技術に関する情報の収集及び提供その他必要な措置を講ずるよう努めるもの

とする。 

２ 国及び地方公共団体は、建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るため、資金の融通又

はあっせん、資料の提供その他の措置を講ずるよう努めるものとする。 

３ 国及び地方公共団体は、建築物の耐震診断及び耐震改修の促進に関する国民の理解と協力

を得るため、建築物の地震に対する安全性の向上に関する啓発及び知識の普及に努めるも

のとする。 

４ 国民は、建築物の地震に対する安全性を確保するとともに、その向上を図るよう努めるも

のとする。 

 

第二章 基本方針及び都道府県耐震改修促進計画等 

（基本方針） 

第四条 国土交通大臣は、建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための基本的な方針（以

下「基本方針」という。）を定めなければならない。 

２ 基本方針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 建築物の耐震診断及び耐震改修の促進に関する基本的な事項 

二 建築物の耐震診断及び耐震改修の実施に関する目標の設定に関する事項 

三 建築物の耐震診断及び耐震改修の実施について技術上の指針となるべき事項 

四 建築物の地震に対する安全性の向上に関する啓発及び知識の普及に関する基本的な事

項 

五 次条第一項に規定する都道府県耐震改修促進計画の策定に関する基本的な事項その他

建築物の耐震診断及び耐震改修の促進に関する重要事項 

３ 国土交通大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを公表し

なければならない。 

 

（都道府県耐震改修促進計画） 

第五条 都道府県は、基本方針に基づき、当該都道府県の区域内の建築物の耐震診断及び耐震

参考資料 
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改修の促進を図るための計画（以下「都道府県耐震改修促進計画」という。）を定めるもの

とする。 

２ 都道府県耐震改修促進計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 当該都道府県の区域内の建築物の耐震診断及び耐震改修の実施に関する目標 

二 当該都道府県の区域内の建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための施策に関

する事項 

三 建築物の地震に対する安全性の向上に関する啓発及び知識の普及に関する事項 

四 建築基準法第十条第一項から第三項までの規定による勧告又は命令その他建築物の地

震に対する安全性を確保し、又はその向上を図るための措置の実施についての所管行

政庁との連携に関する事項 

五 その他当該都道府県の区域内の建築物の耐震診断及び耐震改修の促進に関し必要な事項 

３ 都道府県は、次の各号に掲げる場合には、前項第二号に掲げる事項に、当該各号に定める

事項を記載することができる。 

一 病院、官公署その他大規模な地震が発生した場合においてその利用を確保することが

公益上必要な建築物で政令で定めるものであって、既存耐震不適格建築物（地震に対

する安全性に係る建築基準法又はこれに基づく命令若しくは条例の規定（以下「耐震

関係規定」という。）に適合しない建築物で同法第三条第二項の規定の適用を受けて

いるものをいう。以下同じ。）であるもの（その地震に対する安全性が明らかでない

ものとして政令で定める建築物（以下「耐震不明建築物」という。）に限る。）につい

て、耐震診断を行わせ、及び耐震改修の促進を図ることが必要と認められる場合 当

該建築物に関する事項及び当該建築物に係る耐震診断の結果の報告の期限に関する

事項 

二 建築物が地震によって倒壊した場合においてその敷地に接する道路（相当数の建築物

が集合し、又は集合することが確実と見込まれる地域を通過する道路その他国土交通

省令で定める道路（以下「建築物集合地域通過道路等」という。）に限る。）の通行を

妨げ、市町村の区域を越える相当多数の者の円滑な避難を困難とすることを防止する

ため、当該道路にその敷地が接する通行障害既存耐震不適格建築物（地震によって倒

壊した場合においてその敷地に接する道路の通行を妨げ、多数の者の円滑な避難を困

難とするおそれがあるものとして政令で定める建築物（第十四条第三号において「通

行障害建築物」という。）であって既存耐震不適格建築物であるものをいう。以下同

じ。）について、耐震診断を行わせ、又はその促進を図り、及び耐震改修の促進を図る

ことが必要と認められる場合 当該通行障害既存耐震不適格建築物の敷地に接する

道路に関する事項及び当該通行障害既存耐震不適格建築物（耐震不明建築物であるも

のに限る。）に係る耐震診断の結果の報告の期限に関する事項 

三 建築物が地震によって倒壊した場合においてその敷地に接する道路（建築物集合地域

通過道路等を除く。）の通行を妨げ、市町村の区域を越える相当多数の者の円滑な避

難を困難とすることを防止するため、当該道路にその敷地が接する通行障害既存耐震

不適格建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図ることが必要と認められる場合 

当該通行障害既存耐震不適格建築物の敷地に接する道路に関する事項 

四 特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法律（平成五年法律第五十二号。以下「特定

優良賃貸住宅法」という。）第三条第四号に規定する資格を有する入居者をその全部

又は一部について確保することができない特定優良賃貸住宅（特定優良賃貸住宅法第

六条に規定する特定優良賃貸住宅をいう。以下同じ。）を活用し、第十九条に規定す

る計画認定建築物である住宅の耐震改修の実施に伴い仮住居を必要とする者（特定優

良賃貸住宅法第三条第四号に規定する資格を有する者を除く。以下「特定入居者」と

いう。）に対する仮住居を提供することが必要と認められる場合 特定優良賃貸住宅

の特定入居者に対する賃貸に関する事項 

五 前項第一号の目標を達成するため、当該都道府県の区域内において独立行政法人都市

再生機構（以下「機構」という。）又は地方住宅供給公社（以下「公社」という。）に

よる建築物の耐震診断及び耐震改修の実施が必要と認められる場合 機構又は公社

による建築物の耐震診断及び耐震改修の実施に関する事項 

４ 都道府県は、都道府県耐震改修促進計画に前項第一号に定める事項を記載しようとするとき

は、当該事項について、あらかじめ、当該建築物の所有者（所有者以外に権原に基づきその
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建築物を使用する者があるときは、その者及び所有者）の意見を聴かなければならない。 

５ 都道府県は、都道府県耐震改修促進計画に第三項第五号に定める事項を記載しようとする

ときは、当該事項について、あらかじめ、機構又は当該公社の同意を得なければならない。 

６ 都道府県は、都道府県耐震改修促進計画を定めたときは、遅滞なく、これを公表するとと

もに、当該都道府県の区域内の市町村にその写しを送付しなければならない。 

７ 第三項から前項までの規定は、都道府県耐震改修促進計画の変更について準用する。 

 

（市町村耐震改修促進計画） 

第六条 市町村は、都道府県耐震改修促進計画に基づき、当該市町村の区域内の建築物の耐震

診断及び耐震改修の促進を図るための計画（以下「市町村耐震改修促進計画」という。）を

定めるよう努めるものとする。 

２ 市町村耐震改修促進計画においては、おおむね次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 当該市町村の区域内の建築物の耐震診断及び耐震改修の実施に関する目標 

二 当該市町村の区域内の建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための施策に関

する事項 

三 建築物の地震に対する安全性の向上に関する啓発及び知識の普及に関する事項 

四 建築基準法第十条第一項から第三項までの規定による勧告又は命令その他建築物の

地震に対する安全性を確保し、又はその向上を図るための措置の実施についての所管

行政庁との連携に関する事項 

五 その他当該市町村の区域内の建築物の耐震診断及び耐震改修の促進に関し必要な事

項 

３ 市町村は、次の各号に掲げる場合には、前項第二号に掲げる事項に、当該各号に定める事

項を記載することができる。 

一 建築物が地震によって倒壊した場合においてその敷地に接する道路（建築物集合地域

通過道路等に限る。）の通行を妨げ、当該市町村の区域における多数の者の円滑な避

難を困難とすることを防止するため、当該道路にその敷地が接する通行障害既存耐震

不適格建築物について、耐震診断を行わせ、又はその促進を図り、及び耐震改修の促

進を図ることが必要と認められる場合 当該通行障害既存耐震不適格建築物の敷地

に接する道路に関する事項及び当該通行障害既存耐震不適格建築物（耐震不明建築物

であるものに限る。）に係る耐震診断の結果の報告の期限に関する事項 

二 建築物が地震によって倒壊した場合においてその敷地に接する道路（建築物集合地域

通過道路等を除く。）の通行を妨げ、当該市町村の区域における多数の者の円滑な避

難を困難とすることを防止するため、当該道路にその敷地が接する通行障害既存耐震

不適格建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図ることが必要と認められる場合 

当該通行障害既存耐震不適格建築物の敷地に接する道路に関する事項 

４ 市町村は、市町村耐震改修促進計画を定めたときは、遅滞なく、これを公表しなければな

らない。 

５ 前二項の規定は、市町村耐震改修促進計画の変更について準用する。 

 

第三章 建築物の所有者が講ずべき措置 

（要安全確認計画記載建築物の所有者の耐震診断の義務） 

第七条 次に掲げる建築物（以下「要安全確認計画記載建築物」という。）の所有者は、当該要

安全確認計画記載建築物について、国土交通省令で定めるところにより、耐震診断を行い、

その結果を、次の各号に掲げる建築物の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める期限まで

に所管行政庁に報告しなければならない。 

一 第五条第三項第一号の規定により都道府県耐震改修促進計画に記載された建築物 同

号の規定により都道府県耐震改修促進計画に記載された期限 

二 その敷地が第五条第三項第二号の規定により都道府県耐震改修促進計画に記載された

道路に接する通行障害既存耐震不適格建築物（耐震不明建築物であるものに限る。） 

同号の規定により都道府県耐震改修促進計画に記載された期限 

三 その敷地が前条第三項第一号の規定により市町村耐震改修促進計画に記載された道路

に接する通行障害既存耐震不適格建築物（耐震不明建築物であるものに限り、前号に

掲げる建築物であるものを除く。） 同項第一号の規定により市町村耐震改修促進計
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画に記載された期限 

 

（要安全確認計画記載建築物に係る報告命令等） 

第八条 所管行政庁は、要安全確認計画記載建築物の所有者が前条の規定による報告をせず、

又は虚偽の報告をしたときは、当該所有者に対し、相当の期限を定めて、その報告を行い、

又はその報告の内容を是正すべきことを命ずることができる。 

２ 所管行政庁は、前項の規定による命令をしたときは、国土交通省令で定めるところにより、

その旨を公表しなければならない。 

３ 所管行政庁は、第一項の規定により報告を命じようとする場合において、過失がなくて当

該報告を命ずべき者を確知することができず、かつ、これを放置することが著しく公益に

反すると認められるときは、その者の負担において、耐震診断を自ら行い、又はその命じ

た者若しくは委任した者に行わせることができる。この場合においては、相当の期限を定

めて、当該報告をすべき旨及びその期限までに当該報告をしないときは、所管行政庁又は

その命じた者若しくは委任した者が耐震診断を行うべき旨を、あらかじめ、公告しなけれ

ばならない。 

 

（耐震診断の結果の公表） 

第九条 所管行政庁は、第七条の規定による報告を受けたときは、国土交通省令で定めるとこ

ろにより、当該報告の内容を公表しなければならない。前条第三項の規定により耐震診断

を行い、又は行わせたときも、同様とする。 

 

（通行障害既存耐震不適格建築物の耐震診断に要する費用の負担） 

第十条 都道府県は、第七条第二号に掲げる建築物の所有者から申請があったときは、国土交

通省令で定めるところにより、同条の規定により行われた耐震診断の実施に要する費用を

負担しなければならない。 

２ 市町村は、第七条第三号に掲げる建築物の所有者から申請があったときは、国土交通省令

で定めるところにより、同条の規定により行われた耐震診断の実施に要する費用を負担し

なければならない。 

 

（要安全確認計画記載建築物の所有者の耐震改修の努力） 

第十一条 要安全確認計画記載建築物の所有者は、耐震診断の結果、地震に対する安全性の向

上を図る必要があると認められるときは、当該要安全確認計画記載建築物について耐震改

修を行うよう努めなければならない。 

 

（要安全確認計画記載建築物の耐震改修に係る指導及び助言並びに指示等） 

第十二条 所管行政庁は、要安全確認計画記載建築物の耐震改修の適確な実施を確保するため

必要があると認めるときは、要安全確認計画記載建築物の所有者に対し、基本方針のうち

第四条第二項第三号の技術上の指針となるべき事項（以下「技術指針事項」という。）を勘

案して、要安全確認計画記載建築物の耐震改修について必要な指導及び助言をすることが

できる。 

２ 所管行政庁は、要安全確認計画記載建築物について必要な耐震改修が行われていないと認

めるときは、要安全確認計画記載建築物の所有者に対し、技術指針事項を勘案して、必要

な指示をすることができる。 

３ 所管行政庁は、前項の規定による指示を受けた要安全確認計画記載建築物の所有者が、正

当な理由がなく、その指示に従わなかったときは、その旨を公表することができる。 

 

（要安全確認計画記載建築物に係る報告、検査等） 

第十三条 所管行政庁は、第八条第一項並びに前条第二項及び第三項の規定の施行に必要な限

度において、政令で定めるところにより、要安全確認計画記載建築物の所有者に対し、要

安全確認計画記載建築物の地震に対する安全性に係る事項（第七条の規定による報告の対

象となる事項を除く。）に関し報告させ、又はその職員に、要安全確認計画記載建築物、要

安全確認計画記載建築物の敷地若しくは要安全確認計画記載建築物の工事現場に立ち入

り、要安全確認計画記載建築物、要安全確認計画記載建築物の敷地、建築設備、建築材料、
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書類その他の物件を検査させることができる。ただし、住居に立ち入る場合においては、

あらかじめ、その居住者の承諾を得なければならない。 

２ 前項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者に提示

しなければならない。 

３ 第一項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはな

らない。 

 

（特定既存耐震不適格建築物の所有者の努力） 

第十四条 次に掲げる建築物であって既存耐震不適格建築物であるもの（要安全確認計画記載

建築物であるものを除く。以下「特定既存耐震不適格建築物」という。）の所有者は、当該

特定既存耐震不適格建築物について耐震診断を行い、その結果、地震に対する安全性の向

上を図る必要があると認められるときは、当該特定既存耐震不適格建築物について耐震改

修を行うよう努めなければならない。 

一 学校、体育館、病院、劇場、観覧場、集会場、展示場、百貨店、事務所、老人ホームそ

の他多数の者が利用する建築物で政令で定めるものであって政令で定める規模以上

のもの 

二 火薬類、石油類その他政令で定める危険物であって政令で定める数量以上のものの貯

蔵場又は処理場の用途に供する建築物 

三 その敷地が第五条第三項第二号若しくは第三号の規定により都道府県耐震改修促進計

画に記載された道路又は第六条第三項の規定により市町村耐震改修促進計画に記載

された道路に接する通行障害建築物 

 

（特定既存耐震不適格建築物に係る指導及び助言並びに指示等） 

第十五条 所管行政庁は、特定既存耐震不適格建築物の耐震診断及び耐震改修の適確な実施を

確保するため必要があると認めるときは、特定既存耐震不適格建築物の所有者に対し、技

術指針事項を勘案して、特定既存耐震不適格建築物の耐震診断及び耐震改修について必要

な指導及び助言をすることができる。 

２ 所管行政庁は、次に掲げる特定既存耐震不適格建築物（第一号から第三号までに掲げる特

定既存耐震不適格建築物にあっては、地震に対する安全性の向上を図ることが特に必要な

ものとして政令で定めるものであって政令で定める規模以上のものに限る。）について必

要な耐震診断又は耐震改修が行われていないと認めるときは、特定既存耐震不適格建築物

の所有者に対し、技術指針事項を勘案して、必要な指示をすることができる。 

一 病院、劇場、観覧場、集会場、展示場、百貨店その他不特定かつ多数の者が利用する

特定既存耐震不適格建築物 

二 小学校、老人ホームその他地震の際の避難確保上特に配慮を要する者が主として利用

する特定既存耐震不適格建築物 

三 前条第二号に掲げる建築物である特定既存耐震不適格建築物 

四 前条第三号に掲げる建築物である特定既存耐震不適格建築物 

３ 所管行政庁は、前項の規定による指示を受けた特定既存耐震不適格建築物の所有者が、正

当な理由がなく、その指示に従わなかったときは、その旨を公表することができる。 

４ 所管行政庁は、前二項の規定の施行に必要な限度において、政令で定めるところにより、

特定既存耐震不適格建築物の所有者に対し、特定既存耐震不適格建築物の地震に対する安

全性に係る事項に関し報告させ、又はその職員に、特定既存耐震不適格建築物、特定既存

耐震不適格建築物の敷地若しくは特定既存耐震不適格建築物の工事現場に立ち入り、特定

既存耐震不適格建築物、特定既存耐震不適格建築物の敷地、建築設備、建築材料、書類そ

の他の物件を検査させることができる。 

５ 第十三条第一項ただし書、第二項及び第三項の規定は、前項の規定による立入検査につい

て準用する。 

 

（一定の既存耐震不適格建築物の所有者の努力等） 

第十六条 要安全確認計画記載建築物及び特定既存耐震不適格建築物以外の既存耐震不適格建

築物の所有者は、当該既存耐震不適格建築物について耐震診断を行い、必要に応じ、当該

既存耐震不適格建築物について耐震改修を行うよう努めなければならない。 
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２ 所管行政庁は、前項の既存耐震不適格建築物の耐震診断及び耐震改修の適確な実施を確保

するため必要があると認めるときは、当該既存耐震不適格建築物の所有者に対し、技術指

針事項を勘案して、当該既存耐震不適格建築物の耐震診断及び耐震改修について必要な指

導及び助言をすることができる。 

 

第四章 建築物の耐震改修の計画の認定 

（計画の認定） 

第十七条 建築物の耐震改修をしようとする者は、国土交通省令で定めるところにより、建築

物の耐震改修の計画を作成し、所管行政庁の認定を申請することができる。 

２ 前項の計画には、次に掲げる事項を記載しなければならない。 

一 建築物の位置 

二 建築物の階数、延べ面積、構造方法及び用途 

三 建築物の耐震改修の事業の内容 

四 建築物の耐震改修の事業に関する資金計画 

五 その他国土交通省令で定める事項 

３ 所管行政庁は、第一項の申請があった場合において、建築物の耐震改修の計画が次に掲げ

る基準に適合すると認めるときは、その旨の認定（以下この章において「計画の認定」と

いう。）をすることができる。 

一 建築物の耐震改修の事業の内容が耐震関係規定又は地震に対する安全上これに準ずる

ものとして国土交通大臣が定める基準に適合していること。 

二 前項第四号の資金計画が建築物の耐震改修の事業を確実に遂行するため適切なもので

あること。 

三 第一項の申請に係る建築物、建築物の敷地又は建築物若しくはその敷地の部分が耐震

関係規定及び耐震関係規定以外の建築基準法又はこれに基づく命令若しくは条例の

規定に適合せず、かつ、同法第三条第二項の規定の適用を受けているものである場合

において、当該建築物又は建築物の部分の増築、改築、大規模の修繕（同法第二条第

十四号に規定する大規模の修繕をいう。）又は大規模の模様替（同条第十五号に規定

する大規模の模様替をいう。）をしようとするものであり、かつ、当該工事後も、引き

続き、当該建築物、建築物の敷地又は建築物若しくはその敷地の部分が耐震関係規定

以外の同法又はこれに基づく命令若しくは条例の規定に適合しないこととなるもの

であるときは、前二号に掲げる基準のほか、次に掲げる基準に適合していること。 

イ 当該工事が地震に対する安全性の向上を図るため必要と認められるものであり、か

つ、当該工事後も、引き続き、当該建築物、建築物の敷地又は建築物若しくはその

敷地の部分が耐震関係規定以外の建築基準法又はこれに基づく命令若しくは条例の

規定に適合しないこととなることがやむを得ないと認められるものであること。 

ロ 工事の計画（二以上の工事に分けて耐震改修の工事を行う場合にあっては、それぞ

れの工事の計画。第五号ロ及び第六号ロにおいて同じ。）に係る建築物及び建築物の

敷地について、交通上の支障の度、安全上、防火上及び避難上の危険の度並びに衛

生上及び市街地の環境の保全上の有害の度が高くならないものであること。 

四 第一項の申請に係る建築物が既存耐震不適格建築物である耐火建築物（建築基準法第

二条第九号の二に規定する耐火建築物をいう。）である場合において、当該建築物に

ついて柱若しくは壁を設け、又は柱若しくははりの模様替をすることにより当該建築

物が同法第二十七条第二項の規定に適合しないこととなるものであるときは、第一号

及び第二号に掲げる基準のほか、次に掲げる基準に適合していること。 

イ 当該工事が地震に対する安全性の向上を図るため必要と認められるものであり、か

つ、当該工事により、当該建築物が建築基準法第二十七条第二項の規定に適合しな

いこととなることがやむを得ないと認められるものであること。 

ロ 次に掲げる基準に適合し、防火上及び避難上支障がないと認められるものであるこ

と。 

（1） 工事の計画に係る柱、壁又ははりの構造が国土交通省令で定める防火上の基準

に適合していること。 

（2） 工事の計画に係る柱、壁又ははりに係る火災が発生した場合の通報の方法が国

土交通省令で定める防火上の基準に適合していること。 
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五 第一項の申請に係る建築物が既存耐震不適格建築物である場合において、当該建築物

について増築をすることにより当該建築物が建築物の容積率（延べ面積の敷地面積に

対する割合をいう。）に係る建築基準法又はこれに基づく命令若しくは条例の規定（イ

及び第八項において「容積率関係規定」という。）に適合しないこととなるものであ

るときは、第一号及び第二号に掲げる基準のほか、次に掲げる基準に適合しているこ

と。 

イ 当該工事が地震に対する安全性の向上を図るため必要と認められるものであり、か

つ、当該工事により、当該建築物が容積率関係規定に適合しないこととなることが

やむを得ないと認められるものであること。 

ロ 工事の計画に係る建築物について、交通上、安全上、防火上及び衛生上支障がない

と認められるものであること。 

六 第一項の申請に係る建築物が既存耐震不適格建築物である場合において、当該建築物

について増築をすることにより当該建築物が建築物の建蔽率（建築面積の敷地面積に

対する割合をいう。）に係る建築基準法又はこれに基づく命令若しくは条例の規定（イ

及び第九項において「建蔽率関係規定」という。）に適合しないこととなるものであ

るときは、第一号及び第二号に掲げる基準のほか、次に掲げる基準に適合しているこ

と。 

イ 当該工事が地震に対する安全性の向上を図るため必要と認められるものであり、か

つ、当該工事により、当該建築物が建蔽率関係規定に適合しないこととなることが

やむを得ないと認められるものであること。 

ロ 工事の計画に係る建築物について、交通上、安全上、防火上及び衛生上支障がない

と認められるものであること。 

４ 第一項の申請に係る建築物の耐震改修の計画が建築基準法第六条第一項の規定による確認

又は同法第十八条第二項の規定による通知を要するものである場合において、計画の認定

をしようとするときは、所管行政庁は、あらかじめ、建築主事の同意を得なければならな

い。 

５ 建築基準法第九十三条の規定は所管行政庁が同法第六条第一項の規定による確認又は同法

第十八条第二項の規定による通知を要する建築物の耐震改修の計画について計画の認定

をしようとする場合について、同法第九十三条の二の規定は所管行政庁が同法第六条第一

項の規定による確認を要する建築物の耐震改修の計画について計画の認定をしようとす

る場合について準用する。 

６ 所管行政庁が計画の認定をしたときは、次に掲げる建築物、建築物の敷地又は建築物若し

くはその敷地の部分（以下この項において「建築物等」という。）については、建築基準法

第三条第三項第三号及び第四号の規定にかかわらず、同条第二項の規定を適用する。 

一 耐震関係規定に適合せず、かつ、建築基準法第三条第二項の規定の適用を受けている

建築物等であって、第三項第一号の国土交通大臣が定める基準に適合しているものと

して計画の認定を受けたもの 

二 計画の認定に係る第三項第三号の建築物等 

７ 所管行政庁が計画の認定をしたときは、計画の認定に係る第三項第四号の建築物について

は、建築基準法第二十七条第二項の規定は、適用しない。 

８ 所管行政庁が計画の認定をしたときは、計画の認定に係る第三項第五号の建築物について

は、容積率関係規定は、適用しない。 

９ 所管行政庁が計画の認定をしたときは、計画の認定に係る第三項第六号の建築物について

は、建蔽率関係規定は、適用しない。 

10 第一項の申請に係る建築物の耐震改修の計画が建築基準法第六条第一項の規定による確

認又は同法第十八条第二項の規定による通知を要するものである場合において、所管行政

庁が計画の認定をしたときは、同法第六条第一項又は第十八条第三項の規定による確認済

証の交付があったものとみなす。この場合において、所管行政庁は、その旨を建築主事に

通知するものとする。 

 

（計画の変更） 

第十八条 計画の認定を受けた者（第二十八条第一項及び第三項を除き、以下「認定事業者」

という。）は、当該計画の認定を受けた計画の変更（国土交通省令で定める軽微な変更を
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除く。）をしようとするときは、所管行政庁の認定を受けなければならない。 

２ 前条の規定は、前項の場合について準用する。 

 

（計画認定建築物に係る報告の徴収） 

第十九条 所管行政庁は、認定事業者に対し、計画の認定を受けた計画（前条第一項の規定に

よる変更の認定があったときは、その変更後のもの。次条において同じ。）に係る建築物

（以下「計画認定建築物」という。）の耐震改修の状況について報告を求めることができ

る。 

 

（改善命令） 

第二十条 所管行政庁は、認定事業者が計画の認定を受けた計画に従って計画認定建築物の耐

震改修を行っていないと認めるときは、当該認定事業者に対し、相当の期限を定めて、そ

の改善に必要な措置をとるべきことを命ずることができる。 

 

（計画の認定の取消し） 

第二十一条 所管行政庁は、認定事業者が前条の規定による処分に違反したときは、計画の認

定を取り消すことができる。 

 

第五章 建築物の地震に対する安全性に係る認定等 

（建築物の地震に対する安全性に係る認定） 

第二十二条 建築物の所有者は、国土交通省令で定めるところにより、所管行政庁に対し、当

該建築物について地震に対する安全性に係る基準に適合している旨の認定を申請するこ

とができる。 

２ 所管行政庁は、前項の申請があった場合において、当該申請に係る建築物が耐震関係規定

又は地震に対する安全上これに準ずるものとして国土交通大臣が定める基準に適合して

いると認めるときは、その旨の認定をすることができる。 

３ 前項の認定を受けた者は、同項の認定を受けた建築物（以下「基準適合認定建築物」とい

う。）、その敷地又はその利用に関する広告その他の国土交通省令で定めるもの（次項にお

いて「広告等」という。）に、国土交通省令で定めるところにより、当該基準適合認定建築

物が前項の認定を受けている旨の表示を付することができる。 

４ 何人も、前項の規定による場合を除くほか、建築物、その敷地又はその利用に関する広告

等に、同項の表示又はこれと紛らわしい表示を付してはならない。 

 

（基準適合認定建築物に係る認定の取消し） 

第二十三条 所管行政庁は、基準適合認定建築物が前条第二項の基準に適合しなくなったと認

めるときは、同項の認定を取り消すことができる。 

 

（基準適合認定建築物に係る報告、検査等） 

第二十四条 所管行政庁は、前条の規定の施行に必要な限度において、政令で定めるところに

より、第二十二条第二項の認定を受けた者に対し、基準適合認定建築物の地震に対する安

全性に係る事項に関し報告させ、又はその職員に、基準適合認定建築物、基準適合認定建

築物の敷地若しくは基準適合認定建築物の工事現場に立ち入り、基準適合認定建築物、基

準適合認定建築物の敷地、建築設備、建築材料、書類その他の物件を検査させることがで

きる。 

２ 第十三条第一項ただし書、第二項及び第三項の規定は、前項の規定による立入検査につい

て準用する。 

 

第六章 区分所有建築物の耐震改修の必要性に係る認定等 

（区分所有建築物の耐震改修の必要性に係る認定） 

第二十五条 耐震診断が行われた区分所有建築物（二以上の区分所有者（建物の区分所有等に

関する法律（昭和三十七年法律第六十九号）第二条第二項に規定する区分所有者をいう。

以下同じ。）が存する建築物をいう。以下同じ。）の管理者等（同法第二十五条第一項の規

定により選任された管理者（管理者がないときは、同法第三十四条の規定による集会にお
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いて指定された区分所有者）又は同法第四十九条第一項の規定により置かれた理事をい

う。）は、国土交通省令で定めるところにより、所管行政庁に対し、当該区分所有建築物に

ついて耐震改修を行う必要がある旨の認定を申請することができる。 

２ 所管行政庁は、前項の申請があった場合において、当該申請に係る区分所有建築物が地震

に対する安全上耐震関係規定に準ずるものとして国土交通大臣が定める基準に適合して

いないと認めるときは、その旨の認定をすることができる。 

３ 前項の認定を受けた区分所有建築物（以下「要耐震改修認定建築物」という。）の耐震改修

が建物の区分所有等に関する法律第十七条第一項に規定する共用部分の変更に該当する

場合における同項の規定の適用については、同項中「区分所有者及び議決権の各四分の三

以上の多数による集会の決議」とあるのは「集会の決議」とし、同項ただし書の規定は、

適用しない。 

 

（要耐震改修認定建築物の区分所有者の耐震改修の努力） 

第二十六条 要耐震改修認定建築物の区分所有者は、当該要耐震改修認定建築物について耐震

改修を行うよう努めなければならない。 

 

（要耐震改修認定建築物の耐震改修に係る指導及び助言並びに指示等） 

第二十七条 所管行政庁は、要耐震改修認定建築物の区分所有者に対し、技術指針事項を勘案

して、要耐震改修認定建築物の耐震改修について必要な指導及び助言をすることができる。 

２ 所管行政庁は、要耐震改修認定建築物について必要な耐震改修が行われていないと認める

ときは、要耐震改修認定建築物の区分所有者に対し、技術指針事項を勘案して、必要な指

示をすることができる。 

３ 所管行政庁は、前項の規定による指示を受けた要耐震改修認定建築物の区分所有者が、正

当な理由がなく、その指示に従わなかったときは、その旨を公表することができる。 

４ 所管行政庁は、前二項の規定の施行に必要な限度において、政令で定めるところにより、

要耐震改修認定建築物の区分所有者に対し、要耐震改修認定建築物の地震に対する安全性

に係る事項に関し報告させ、又はその職員に、要耐震改修認定建築物、要耐震改修認定建

築物の敷地若しくは要耐震改修認定建築物の工事現場に立ち入り、要耐震改修認定建築物、

要耐震改修認定建築物の敷地、建築設備、建築材料、書類その他の物件を検査させること

ができる。 

５ 第十三条第一項ただし書、第二項及び第三項の規定は、前項の規定による立入検査につい

て準用する。 

 

第七章 建築物の耐震改修に係る特例 

（特定優良賃貸住宅の入居者の資格に係る認定の基準の特例） 

第二十八条 第五条第三項第四号の規定により都道府県耐震改修促進計画に特定優良賃貸住宅

の特定入居者に対する賃貸に関する事項を記載した都道府県の区域内において、特定優良

賃貸住宅法第五条第一項に規定する認定事業者は、特定優良賃貸住宅の全部又は一部につ

いて特定優良賃貸住宅法第三条第四号に規定する資格を有する入居者を国土交通省令で

定める期間以上確保することができないときは、特定優良賃貸住宅法の規定にかかわらず、

都道府県知事（市の区域内にあっては、当該市の長。第三項において同じ。）の承認を受け

て、その全部又は一部を特定入居者に賃貸することができる。 

２ 前項の規定により特定優良賃貸住宅の全部又は一部を賃貸する場合においては、当該賃貸

借を、借地借家法（平成三年法律第九十号）第三十八条第一項の規定による建物の賃貸借

（国土交通省令で定める期間を上回らない期間を定めたものに限る。）としなければなら

ない。 

３ 特定優良賃貸住宅法第五条第一項に規定する認定事業者が第一項の規定による都道府県知

事の承認を受けた場合における特定優良賃貸住宅法第十一条第一項の規定の適用につい

ては、同項中「処分」とあるのは、「処分又は建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成

七年法律第百二十三号）第二十八条第二項の規定」とする。 

 

（機構の業務の特例） 

第二十九条 第五条第三項第五号の規定により都道府県耐震改修促進計画に機構による建築物
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の耐震診断及び耐震改修の実施に関する事項を記載した都道府県の区域内において、機構

は、独立行政法人都市再生機構法（平成十五年法律第百号）第十一条に規定する業務のほ

か、委託に基づき、政令で定める建築物（同条第三項第二号の住宅又は同項第四号の施設

であるものに限る。）の耐震診断及び耐震改修の業務を行うことができる。 

 

（公社の業務の特例） 

第三十条 第五条第三項第五号の規定により都道府県耐震改修促進計画に公社による建築物の

耐震診断及び耐震改修の実施に関する事項を記載した都道府県の区域内において、公社は、

地方住宅供給公社法（昭和四十年法律第百二十四号）第二十一条に規定する業務のほか、

委託により、住宅の耐震診断及び耐震改修並びに市街地において自ら又は委託により行っ

た住宅の建設と一体として建設した商店、事務所等の用に供する建築物及び集団住宅の存

する団地の居住者の利便に供する建築物の耐震診断及び耐震改修の業務を行うことがで

きる。 

２ 前項の規定により公社の業務が行われる場合には、地方住宅供給公社法第四十九条第三号

中「第二十一条に規定する業務」とあるのは、「第二十一条に規定する業務及び建築物の

耐震改修の促進に関する法律（平成七年法律第百二十三号）第三十条第一項に規定する業

務」とする。 

 

（独立行政法人住宅金融支援機構の資金の貸付けについての配慮） 

第三十一条 独立行政法人住宅金融支援機構は、法令及びその事業計画の範囲内において、計

画認定建築物である住宅の耐震改修が円滑に行われるよう、必要な資金の貸付けについて

配慮するものとする。 

 

第八章 耐震改修支援センター 

（耐震改修支援センター） 

第三十二条 国土交通大臣は、建築物の耐震診断及び耐震改修の実施を支援することを目的と

する一般社団法人又は一般財団法人その他営利を目的としない法人であって、第三十四条

に規定する業務（以下「支援業務」という。）に関し次に掲げる基準に適合すると認められ

るものを、その申請により、耐震改修支援センター（以下「センター」という。）として指

定することができる。 

一 職員、支援業務の実施の方法その他の事項についての支援業務の実施に関する計画が、

支援業務の適確な実施のために適切なものであること。 

二 前号の支援業務の実施に関する計画を適確に実施するに足りる経理的及び技術的な基

礎を有するものであること。 

三 役員又は職員の構成が、支援業務の公正な実施に支障を及ぼすおそれがないものであ

ること。 

四 支援業務以外の業務を行っている場合には、その業務を行うことによって支援業務の

公正な実施に支障を及ぼすおそれがないものであること。 

五 前各号に定めるもののほか、支援業務を公正かつ適確に行うことができるものである

こと。 

 

（指定の公示等） 

第三十三条 国土交通大臣は、前条の規定による指定（以下単に「指定」という。）をしたとき

は、センターの名称及び住所並びに支援業務を行う事務所の所在地を公示しなければなら

ない。 

２ センターは、その名称若しくは住所又は支援業務を行う事務所の所在地を変更しようとす

るときは、変更しようとする日の二週間前までに、その旨を国土交通大臣に届け出なけれ

ばならない。 

３ 国土交通大臣は、前項の規定による届出があったときは、その旨を公示しなければならな

い。 

 

（業務） 

第三十四条 センターは、次に掲げる業務を行うものとする。 
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一 認定事業者が行う計画認定建築物である要安全確認計画記載建築物及び特定既存耐震

不適格建築物の耐震改修に必要な資金の貸付けを行った国土交通省令で定める金融

機関の要請に基づき、当該貸付けに係る債務の保証をすること。 

二 建築物の耐震診断及び耐震改修に関する情報及び資料の収集、整理及び提供を行うこ

と。 

三 建築物の耐震診断及び耐震改修に関する調査及び研究を行うこと。 

四 前三号に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。 

 

（業務の委託） 

第三十五条 センターは、国土交通大臣の認可を受けて、前条第一号に掲げる業務（以下「債

務保証業務」という。）のうち債務の保証の決定以外の業務の全部又は一部を金融機関そ

の他の者に委託することができる。 

２ 金融機関は、他の法律の規定にかかわらず、前項の規定による委託を受け、当該業務を行

うことができる。 

 

（債務保証業務規程） 

第三十六条 センターは、債務保証業務に関する規程（以下「債務保証業務規程」という。）を

定め、国土交通大臣の認可を受けなければならない。これを変更しようとするときも、同

様とする。 

２ 債務保証業務規程で定めるべき事項は、国土交通省令で定める。 

３ 国土交通大臣は、第一項の認可をした債務保証業務規程が債務保証業務の公正かつ適確な

実施上不適当となったと認めるときは、その債務保証業務規程を変更すべきことを命ずる

ことができる。 

 

（事業計画等） 

第三十七条 センターは、毎事業年度、国土交通省令で定めるところにより、支援業務に係る

事業計画及び収支予算を作成し、当該事業年度の開始前に（指定を受けた日の属する事業

年度にあっては、その指定を受けた後遅滞なく）、国土交通大臣の認可を受けなければな

らない。これを変更しようとするときも、同様とする。 

２ センターは、毎事業年度、国土交通省令で定めるところにより、支援業務に係る事業報告

書及び収支決算書を作成し、当該事業年度経過後三月以内に、国土交通大臣に提出しなけ

ればならない。 

 

（区分経理） 

第三十八条 センターは、国土交通省令で定めるところにより、次に掲げる業務ごとに経理を

区分して整理しなければならない。 

一 債務保証業務及びこれに附帯する業務 

二 第三十四条第二号及び第三号に掲げる業務並びにこれらに附帯する業務 

 

（帳簿の備付け等） 

第三十九条 センターは、国土交通省令で定めるところにより、支援業務に関する事項で国土

交通省令で定めるものを記載した帳簿を備え付け、これを保存しなければならない。 

２ 前項に定めるもののほか、センターは、国土交通省令で定めるところにより、支援業務に

関する書類で国土交通省令で定めるものを保存しなければならない。 

 

（監督命令） 

第四十条 国土交通大臣は、支援業務の公正かつ適確な実施を確保するため必要があると認め

るときは、センターに対し、支援業務に関し監督上必要な命令をすることができる。 

 

（センターに係る報告、検査等） 

第四十一条 国土交通大臣は、支援業務の公正かつ適確な実施を確保するため必要があると認

めるときは、センターに対し支援業務若しくは資産の状況に関し必要な報告を求め、又は

その職員に、センターの事務所に立ち入り、支援業務の状況若しくは帳簿、書類その他の
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物件を検査させ、若しくは関係者に質問させることができる。 

２ 前項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者に提示

しなければならない。 

３ 第一項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはな

らない。 

 

（指定の取消し等） 

第四十二条 国土交通大臣は、センターが次の各号のいずれかに該当するときは、その指定を

取り消すことができる。 

一 第三十三条第二項又は第三十七条から第三十九条までの規定のいずれかに違反したと

き。 

二 第三十六条第一項の認可を受けた債務保証業務規程によらないで債務保証業務を行っ

たとき。 

三 第三十六条第三項又は第四十条の規定による命令に違反したとき。 

四 第三十二条各号に掲げる基準に適合していないと認めるとき。 

五 センター又はその役員が、支援業務に関し著しく不適当な行為をしたとき。 

六 不正な手段により指定を受けたとき。 

２ 国土交通大臣は、前項の規定により指定を取り消したときは、その旨を公示しなければな

らない。 

 

第九章 罰則 

第四十三条 第八条第一項の規定による命令に違反した者は、百万円以下の罰金に処する。 

第四十四条 第十三条第一項、第十五条第四項又は第二十七条第四項の規定による報告をせず、

若しくは虚偽の報告をし、又はこれらの規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避した

者は、五十万円以下の罰金に処する。 

第四十五条 次の各号のいずれかに該当する者は、三十万円以下の罰金に処する。 

一 第十九条、第二十四条第一項又は第四十一条第一項の規定による報告をせず、又は虚

偽の報告をした者 

二 第二十二条第四項の規定に違反して、表示を付した者 

三 第二十四条第一項又は第四十一条第一項の規定による検査を拒み、妨げ、又は忌避し

た者 

四 第三十九条第一項の規定に違反して、帳簿を備え付けず、帳簿に記載せず、若しくは

帳簿に虚偽の記載をし、又は帳簿を保存しなかった者 

五 第三十九条第二項の規定に違反した者 

六 第四十一条第一項の規定による質問に対して答弁せず、又は虚偽の答弁をした者 

第四十六条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人

又は人の業務に関し、前三条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又

は人に対しても各本条の刑を科する。 

 

附則 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して三月を超えない範囲内において政令で定める日か

ら施行する。 

 

（機構の業務の特例に係る委託契約を締結する期限） 

第二条 第二十九条の規定により機構が委託に基づき行う業務は、当該委託に係る契約が平成

二十七年十二月三十一日までに締結される場合に限り行うことができる。 

 

（要緊急安全確認大規模建築物の所有者の義務等） 

第三条 次に掲げる既存耐震不適格建築物であって、その地震に対する安全性を緊急に確かめ

る必要がある大規模なものとして政令で定めるもの（要安全確認計画記載建築物であって

当該要安全確認計画記載建築物に係る第七条各号に定める期限が平成二十七年十二月三

十日以前であるものを除く。以下この条において「要緊急安全確認大規模建築物」という。）
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の所有者は、当該要緊急安全確認大規模建築物について、国土交通省令で定めるところに

より、耐震診断を行い、その結果を同月三十一日までに所管行政庁に報告しなければなら

ない。 

一 病院、劇場、観覧場、集会場、展示場、百貨店その他不特定かつ多数の者が利用する

既存耐震不適格建築物 

二 小学校、老人ホームその他地震の際の避難確保上特に配慮を要する者が主として利用

する既存耐震不適格建築物 

三 第十四条第二号に掲げる建築物である既存耐震不適格建築物 

２ 第七条から第十三条までの規定は要安全確認計画記載建築物である要緊急安全確認大規模

建築物であるものについて、第十四条及び第十五条の規定は要緊急安全確認大規模建築物

については、適用しない。 

３ 第八条、第九条及び第十一条から第十三条までの規定は、要緊急安全確認大規模建築物に

ついて準用する。この場合において、第八条第一項中「前条」とあり、並びに第九条及び

第十三条第一項中「第七条」とあるのは「附則第三条第一項」と、第九条中「前条第三項」

とあるのは「同条第三項において準用する前条第三項」と、第十三条第一項中「第八条第

一項」とあるのは「附則第三条第三項において準用する第八条第一項」と読み替えるもの

とする。 

４ 前項において準用する第八条第一項の規定による命令に違反した者は、百万円以下の罰金

に処する。 

５ 第三項において準用する第十三条第一項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告を

し、又は同項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避した者は、五十万円以下の罰

金に処する。 

６ 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人の

業務に関し、前二項の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対

しても当該各項の刑を科する。 

 

附則（平成八年三月三一日法律第二一号） 抄 

（施行期日） 

１ この法律は、平成八年四月一日から施行する。 

附則（平成九年三月三一日法律第二六号） 抄 

 

（施行期日） 

１ この法律は、平成九年四月一日から施行する。 

 

（経過措置） 

２ 住宅金融公庫の貸付金の利率及び償還期間に関しては、第一条の規定による改正後の住宅

金融公庫法第二十一条第一項の表一の項及び四の項から六の項まで、第三条の規定による

改正後の北海道防寒住宅建設等促進法第八条第二項の表一の項並びに第八条の二第二項

の表二の項及び三の項並びに第四条の規定による改正後の建築物の耐震改修の促進に関

する法律第十条の規定は、住宅金融公庫が平成九年四月一日以後に資金の貸付けの申込み

を受理したものから適用するものとし、住宅金融公庫が同日前に資金の貸付けの申込みを

受理したものについては、なお従前の例による。 

４ この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

 

附則（平成一一年一二月二二日法律第一六〇号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律（第二条及び第三条を除く。）は、平成十三年一月六日から施行する。ただし、

次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

一 第九百九十五条（核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律の一部を改正す

る法律附則の改正規定に係る部分に限る。）、第千三百五条、第千三百六条、第千三百二十

四条第二項、第千三百二十六条第二項及び第千三百四十四条の規定 公布の日 

 

附則（平成一七年七月六日法律第八二号） 抄 
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（施行期日） 

第一条 この法律は、平成十九年四月一日から施行する。 

附則（平成一七年一一月七日法律第一二〇号） 抄 

 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して三月を超えない範囲内において政令で定める日か

ら施行する。 

 

（処分、手続等に関する経過措置） 

第二条 この法律による改正前の建築物の耐震改修の促進に関する法律（次項において「旧法」

という。）の規定によってした処分、手続その他の行為であって、この法律による改正後

の建築物の耐震改修の促進に関する法律（以下「新法」という。）の規定に相当の規定があ

るものは、これらの規定によってした処分、手続その他の行為とみなす。 

２ 新法第八条及び第九条の規定は、この法律の施行後に新法第八条第一項又は第九条第一項

の規定により申請があった認定の手続について適用し、この法律の施行前に旧法第五条第

一項又は第六条第一項の規定により申請があった認定の手続については、なお従前の例に

よる。 

 

（罰則に関する経過措置） 

第三条 この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

 

（政令への委任） 

第四条 前二条に定めるもののほか、この法律の施行に関して必要な経過措置は、政令で定め

る。 

 

（検討） 

第五条 政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、新法の施行の状況について

検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものと

する。 

 

附則（平成一八年六月二日法律第五〇号） 抄 

この法律は、一般社団・財団法人法の施行の日から施行する。 

 

附則（平成二三年六月二四日法律第七四号） 抄 

 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して二十日を経過した日から施行する。 

附則（平成二三年八月三〇日法律第一〇五号） 抄 

 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。 

 

（罰則に関する経過措置） 

第八十一条 この法律（附則第一条各号に掲げる規定にあっては、当該規定。以下この条にお

いて同じ。）の施行前にした行為及びこの附則の規定によりなお従前の例によることとさ

れる場合におけるこの法律の施行後にした行為に対する罰則の適用については、なお従前

の例による。 

 

（政令への委任） 

第八十二条 この附則に規定するもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置（罰則に

関する経過措置を含む。）は、政令で定める。 

 

附則（平成二五年五月二九日法律第二〇号） 抄 
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（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を超えない範囲内において政令で定める日か

ら施行する。 

 

（処分、手続等に関する経過措置） 

第二条 この法律による改正前の建築物の耐震改修の促進に関する法律の規定によってした処

分、手続その他の行為であって、この法律による改正後の建築物の耐震改修の促進に関す

る法律（附則第四条において「新法」という。）の規定に相当の規定があるものは、これら

の規定によってした処分、手続その他の行為とみなす。 

 

（政令への委任） 

第三条 前条に定めるもののほか、この法律の施行に関して必要な経過措置は、政令で定める。 

 

（検討） 

第四条 政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、新法の施行の状況について

検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものと

する。 

 

附則（平成二六年六月四日法律第五四号） 抄 

 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して一年を超えない範囲内において政令で定める日か

ら施行する。 

 

附則（平成三〇年六月二七日法律第六七号） 抄 

 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して一年を超えない範囲内において政令で定める日か

ら施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

一 附則第四条の規定 公布の日 

二 第一条の規定並びに次条並びに附則第三条、第九条及び第十五条（高齢者、障害者等の移

動等の円滑化の促進に関する法律（平成十八年法律第九十一号）第二十四条の改正規定に

限る。）の規定 公布の日から起算して三月を超えない範囲内において政令で定める日 

 

（経過措置） 

第二条 第一条の規定の施行の際現に存する同条の規定による改正前の建築基準法（次項にお

いて「旧法」という。）第四十二条第一項第三号に掲げる道に該当するものは、第一条の規

定による改正後の建築基準法（次項において「新法」という。）第四十二条第一項第三号に

掲げる道に該当するものとみなす。 

２ 第一条の規定の施行の際現に存する旧法第四十二条第二項に規定する道に該当するものは、

新法第四十二条第二項に規定する道に該当するものとみなす。 

 

（罰則に関する経過措置） 

第三条 この法律（附則第一条第二号に掲げる規定については、当該規定）の施行前にした行

為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

 

（政令への委任） 

第四条 前二条に定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置（罰則に関する経

過措置を含む。）は、政令で定める。 

 

（検討） 

第五条 政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、この法律による改正後の建
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築基準法の施行の状況について検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づ

いて必要な措置を講ずるものとする。 

 

（建築物の耐震改修の促進に関する法律の一部改正） 

第十条 建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成七年法律第百二十三号）の一部を次のよ

うに改正する。 

第十七条第三項第四号中「、第六十一条又は第六十二条第一項」を削り、同項第六号中「の

建ぺい率」を「の建蔽率」に、「「建ぺい率関係規定」を「「建蔽率関係規定」に改め、同

号イ中「建ぺい率関係規定」を「建蔽率関係規定」に改め、同条第七項中「、第六十一条

又は第六十二条第一項」を削り、同条第九項中「建ぺい率関係規定」を「建蔽率関係規定」

に改める。 

 

 

（２）建築物の耐震改修の促進に関する法律施行令（抜粋） 

（通行障害建築物の要件） 

第四条 法第五条第三項第二号の政令で定める建築物は、次に掲げるものとする。 

一 そのいずれかの部分の高さが、当該部分から前面道路の境界線までの水平距離に、次の

イ又はロに掲げる場合の区分に応じ、それぞれ当該イ又はロに定める距離（これによる

ことが不適当である場合として国土交通省令で定める場合においては、当該前面道路の

幅員が十二メートル以下のときは六メートルを超える範囲において、当該前面道路の幅

員が十二メートルを超えるときは六メートル以上の範囲において、国土交通省令で定め

る距離）を加えた数値を超える建築物（次号に掲げるものを除く。） 

 

イ 当該前面道路の幅員が十二メートル以下の場合 六メートル 

 

ロ 当該前面道路の幅員が十二メートルを超える場合 当該前面道路の幅員の二分の一に

相当する距離 

 

二 その前面道路に面する部分の長さが二十五メートル（これによることが不適当である

場合として国土交通省令で定める場合においては、八メートル以上二十五メートル未

満の範囲において国土交通省令で定める長さ）を超え、かつ、その前面道路に面する

部分のいずれかの高さが、当該部分から当該前面道路の境界線までの水平距離に当該

前面道路の幅員の二分の一に相当する距離（これによることが不適当である場合とし

て国土交通省令で定める場合においては、二メートル以上の範囲において国土交通省

令で定める距離）を加えた数値を二・五で除して得た数値を超える組積造の塀であっ

て、建物（土地に定着する工作物のうち屋根及び柱又は壁を有するもの（これに類す

る構造のものを含む。）をいう。）に附属するもの 

 

（多数の者が利用する特定既存耐震不適格建築物の要件） 

第六条  法第十四条第一号 の政令で定める建築物は、次に掲げるものとする。  

一 ボーリング場、スケート場、水泳場その他これらに類する運動施設  

二 診療所  

三 映画館又は演芸場  

四 公会堂  

五 卸売市場又はマーケットその他の物品販売業を営む店舗  

六 ホテル又は旅館  

七 賃貸住宅（共同住宅に限る。）、寄宿舎又は下宿  

八 老人短期入所施設、保育所、福祉ホームその他これらに類するもの  

九 老人福祉センター、児童厚生施設、身体障害者福祉センターその他これらに類するもの  

十 博物館、美術館又は図書館  

十一 遊技場  

十二 公衆浴場  
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十三 飲食店、キャバレー、料理店、ナイトクラブ、ダンスホールその他これらに類するもの  

十四 理髪店、質屋、貸衣装屋、銀行その他これらに類するサービス業を営む店舗  

十五 工場  

十六 車両の停車場又は船舶若しくは航空機の発着場を構成する建築物で旅客の乗降又は待

合いの用に供するもの  

十七 自動車車庫その他の自動車又は自転車の停留又は駐車のための施設  

十八 保健所、税務署その他これらに類する公益上必要な建築物  

２  法第十四条第一号 の政令で定める規模は、次の各号に掲げる建築物の区分に応じ、それぞ

れ当該各号に定める階数及び床面積の合計（当該各号に掲げる建築物の用途に供する部分

の床面積の合計をいう。以下この項において同じ。）とする。  

一 幼稚園、幼保連携型認定こども園又は保育所 階数二及び床面積の合計五百平方メート

ル  

二 小学校、中学校、義務教育学校、中等教育学校の前期課程若しくは特別支援学校（以下

「小学校等」という。）、老人ホーム又は前項第八号若しくは第九号に掲げる建築物（保

育所を除く。） 階数二及び床面積の合計千平方メートル  

三 学校（幼稚園、小学校等及び幼保連携型認定こども園を除く。）、病院、劇場、観覧場、集

会場、展示場、百貨店、事務所又は前項第一号から第七号まで若しくは第十号から第十

八号までに掲げる建築物 階数三及び床面積の合計千平方メートル  

四 体育館 階数一及び床面積の合計千平方メートル  

３ 前項各号のうち二以上の号に掲げる建築物の用途を兼ねる場合における法第十四条第一号 

の政令で定める規模は、同項の規定にかかわらず、同項各号に掲げる建築物の区分に応じ、

それぞれ当該各号に定める階数及び床面積の合計に相当するものとして国土交通省令で定

める階数及び床面積の合計とする。  

 

（危険物の貯蔵場等の用途に供する特定既存耐震不適格建築物の要件） 

第七条 法第十四条第二号の政令で定める危険物は、次に掲げるものとする。 

一 消防法（昭和二十三年法律第百八十六号）第二条第七項に規定する危険物（石油類を除

く。） 

二 危険物の規制に関する政令（昭和三十四年政令第三百六号）別表第四備考第六号に規定

する可燃性固体類又は同表備考第八号に規定する可燃性液体類 

三 マッチ 

四 可燃性のガス（次号及び第六号に掲げるものを除く。） 

五 圧縮ガス 

六 液化ガス 

七 毒物及び劇物取締法（昭和二十五年法律第三百三号）第二条第一項に規定する毒物又は

同条第二項に規定する劇物（液体又は気体のものに限る。） 

２ 法第十四条第二号の政令で定める数量は、次の各号に掲げる危険物の区分に応じ、それぞ

れ当該各号に定める数量（第六号及び第七号に掲げる危険物にあっては、温度が零度で圧

力が一気圧の状態における数量とする。）とする。 

一 火薬類 次に掲げる火薬類の区分に応じ、それぞれに定める数量 

イ 火薬 十トン 

ロ 爆薬 五トン 

ハ 工業雷管若しくは電気雷管又は信号雷管 五十万個 

ニ 銃用雷管 五百万個 

ホ 実包若しくは空包、信管若しくは火管又は電気導火線 五万個 

ヘ 導爆線又は導火線 五百キロメートル 

ト 信号炎管若しくは信号火箭（せん）又は煙火 二トン 

チ その他の火薬又は爆薬を使用した火工品 当該火工品の原料となる火薬又は爆薬の

区分に応じ、それぞれイ又はロに定める数量 

二 消防法第二条第七項に規定する危険物 危険物の規制に関する政令別表第三の類別の

欄に掲げる類、品名の欄に掲げる品名及び性質の欄に掲げる性状に応じ、それぞれ同表

の指定数量の欄に定める数量の十倍の数量 

三 危険物の規制に関する政令別表第四備考第六号に規定する可燃性固体類 三十トン 
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四 危険物の規制に関する政令別表第四備考第八号に規定する可燃性液体類 二十立方

メートル 

五 マッチ 三百マッチトン 

六 可燃性のガス（次号及び第八号に掲げるものを除く。） 二万立方メートル 

七 圧縮ガス 二十万立方メートル 

八 液化ガス 二千トン 

九 毒物及び劇物取締法第二条第一項に規定する毒物（液体又は気体のものに限る。） 二

十トン 

十 毒物及び劇物取締法第二条第二項に規定する劇物（液体又は気体のものに限る。） 二

百トン 

３ 前項各号に掲げる危険物の二種類以上を貯蔵し、又は処理しようとする場合においては、

同項各号に定める数量は、貯蔵し、又は処理しようとする同項各号に掲げる危険物の数量

の数値をそれぞれ当該各号に定める数量の数値で除し、それらの商を加えた数値が一であ

る場合の数量とする。 

 

（所管行政庁による指示の対象となる特定既存耐震不適格建築物の要件） 

第八条 法第十五条第二項の政令で定める特定既存耐震不適格建築物は、次に掲げる建築物で

ある特定既存耐震不適格建築物とする。 

一 体育館（一般公共の用に供されるものに限る。）、ボーリング場、スケート場、水泳場そ

の他これらに類する運動施設 

二 病院又は診療所 

三 劇場、観覧場、映画館又は演芸場 

四 集会場又は公会堂 

五 展示場 

六 百貨店、マーケットその他の物品販売業を営む店舗 

七 ホテル又は旅館 

八 老人福祉センター、児童厚生施設、身体障害者福祉センターその他これらに類するもの 

九 博物館、美術館又は図書館 

十 遊技場 

十一 公衆浴場 

十二 飲食店、キャバレー、料理店、ナイトクラブ、ダンスホールその他これらに類するも

の 

十三 理髪店、質屋、貸衣装屋、銀行その他これらに類するサービス業を営む店舗 

十四 車両の停車場又は船舶若しくは航空機の発着場を構成する建築物で旅客の乗降又は

待合いの用に供するもの 

十五 自動車車庫その他の自動車又は自転車の停留又は駐車のための施設で、一般公共の用

に供されるもの 

十六 保健所、税務署その他これらに類する公益上必要な建築物 

十七 幼稚園、小学校等又は幼保連携型認定こども園 

十八 老人ホーム、老人短期入所施設、保育所、福祉ホームその他これらに類するもの 

十九 法第十四条第二号に掲げる建築物 

２ 法第十五条第二項の政令で定める規模は、次の各号に掲げる建築物の区分に応じ、それぞ

れ当該各号に定める床面積の合計（当該各号に掲げる建築物の用途に供する部分の床面積

の合計をいう。以下この項において同じ。）とする。 

一 前項第一号から第十六号まで又は第十八号に掲げる建築物（保育所を除く。） 床面積

の合計二千平方メートル 

二 幼稚園、幼保連携型認定こども園又は保育所 床面積の合計七百五十平方メートル 

三 小学校等 床面積の合計千五百平方メートル 

四 前項第十九号に掲げる建築物 床面積の合計五百平方メートル 

３ 前項第一号から第三号までのうち二以上の号に掲げる建築物の用途を兼ねる場合における

法第十五条第二項の政令で定める規模は、前項の規定にかかわらず、同項第一号から第三

号までに掲げる建築物の区分に応じ、それぞれ同項第一号から第三号までに定める床面積

の合計に相当するものとして国土交通省令で定める床面積の合計とする。 
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参考２：用語集 

 

か  

〇旧耐震基準 ⽤語集「耐震基準」参照。 
 

〇緊急輸送道路 地震発⽣時や震災復旧時における防災拠点までの
アクセス道路。第 1 次・第 2 次緊急輸送道路は、円
滑かつ確実な緊急輸送の実現とともに多重性、代替
性を有するネットワークを形成するための計画であ
る奈良県緊急輸送道路ネットワーク計画（奈良県）に
則り設定、第 3 次緊急輸送道路は⽥原本町が指定す
る避難所等を基に独⾃で設定するものである。 
 

〇建築物の耐震改修の促進に 

関する法律（耐震改修促進法） 

阪神・淡路⼤震災の教訓をもとに平成 7 年 12 ⽉
25 ⽇に「建築物の耐震改修の促進に関する法律（耐
震改修促進法）」が施⾏され、新耐震基準を満たさな
い建築物について積極的に耐震診断や改修を進める
こととされた。 

その後、平成 17 年 11 ⽉ 7 ⽇に改正耐震改修促進
法が公布され、平成 18 年 1 ⽉ 26 ⽇に施⾏された。
⼤規模地震に備えて学校や病院等の建築物や住宅の
耐震診断・改修を早急に進めるため、数値⽬標を盛り
込んだ計画の作成が都道府県に義務づけられ、市町
村においては努⼒義務が規定された。 

さらに東⽇本⼤震災を受け、再度、平成 25 年 11
⽉ 25 ⽇に施⾏された改正耐震改修促進法では、病
院、店舗、旅館等の不特定多数の⽅が利⽤する建築物
及び学校、⽼⼈ホーム等の避難に配慮を必要とする
⽅が利⽤する建築物のうち⼤規模なものや、都道府
県等が指定する避難路沿道建築物等について、耐震
診断を⾏い報告することを義務付けし、その結果を
公表することとされた。また、耐震改修を円滑に促進
するために、耐震改修計画の認定基準が緩和され、対
象⼯事が拡⼤され新たな改修⼯法も認定可能とな
り、容積率や建ぺい率の特例措置が講じられた。 

そして、平成 30 年６⽉に発⽣した⼤阪府北部地震
におけるブロック塀等の倒壊被害等を踏まえ、ブロ
ック塀等の倒壊による通⾏障害の防⽌のため法を改
正し、避難路沿道の⼀定規模以上のブロック塀等に
ついて、建物本体と同様に耐震診断の実施及び診断
結果の報告を義務付けられた。 
 

〇構造評点 上部構造の地震に対する耐⼒を診断する際の評価
で、必要とされる耐⼒（必要耐⼒）と実際に建築物が
有している耐⼒（保有耐⼒）との⽐較（構造評価＝保
有耐⼒/必要耐⼒）で⾏われる。評点は、1.5 以上で
「倒壊しない」、1.0 点以上 1.5 点未満で「⼀応倒壊
しない」、0.7 点以上 1.0 点未満で「倒壊する可能性
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がある」、0.7 点未満で「倒壊する可能性が⾼い」と
されている。 

なお、総合的な評価は、地盤、地形、基礎の評価を
加えて⾏われることになる。 

 
〇国土強靭化アクションプラン 強くしなやかな国⺠⽣活の実現を図るための防災・

減災等に資する国⼟強靱化基本法（平成 25 年 12 ⽉
公布・施⾏）に基づき、強靱な国づくりのためのいわ
ば処⽅箋として平成 26 年６⽉に閣議決定された基本
法国⼟強靱化基本計画における施策の進捗の評価や
これを踏まえて取り組むべき⽅針を⽰したもの。 

 

さ  
〇災害対策基本法 昭和 34 年の伊勢湾台⾵を契機として昭和 36 年に

制定された、我が国の災害対策関係法律の⼀般法（あ
る事項について⼀般的に適⽤される法律）である。国
⼟並びに国⺠の⽣命、⾝体及び財産を災害から保護す
るため、防災に関し、基本理念を定め、国、地⽅公共
団体及びその他の公共機関を通じて必要な体制を確
⽴し、責任の所在を明確にするとともに、防災基本計
画等の作成、災害予防、災害応急対策、災害復旧及び
防災に関する財政⾦融措置その他必要な災害対策の
基本を定めることにより、総合的かつ計画的な防災⾏
政の整備及び推進を図り、もって社会の秩序の維持と
公共の福祉の確保に資することを⽬的とする。 

 
〇自主防災組織 「⾃分たちの地域は⾃分で守る」という、地域住⺠

の皆さまの話し合いにより結成される防災組織であ
り、本町では⾃治会単位で組織されている（本町で
は、令和 3 年 1 ⽉時点で 100 ⾃治会中 78 ⾃治会が
⾃主防災活動に取り組んでいる）。 

隣近所が⼒をあわせて災害発⽣時の地域の被害を
最⼩限にするため、情報連絡、初動措置、初期消⽕、
救出・救護、避難誘導などの訓練や、防災知識の普及
活動を⽇頃⾏っている。 

 
〇住宅・建築物の耐震化率の 

フォローアップのあり方に 

関する研究会 

国⼟交通省の専⾨家、有識者からなる組織で、住宅・
建築物の耐震化を図る観点から、国⼟強靱化アクショ
ンプランや住⽣活基本計画において設定している耐震
化率の⽬標について今後どのように⽬標を設定し、達
成状況を検証していくかなどのフォローアップのあり
⽅について検討された。 

 
〇住宅耐震化緊急促進アクシ 

ョンプログラム 

耐震改修促進計画に定めた⽬標の達成に向けて、
毎年度、住宅耐震化に係る取り組みを位置づけ、その
進捗状況を評価するとともに、取り組み等の充実・改
善を図り、住宅の耐震化を推進することを⽬的とし
た計画。 
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〇住宅・土地統計調査 我が国の住宅に関する基礎的な統計調査で、総務
省統計局が 5 年ごとに実施している。住宅及び世帯
の居住状況の実態を把握し、その現状と推移を、全国
及び地域別に明らかにすることを⽬的に⾏うもので
ある。 

 
〇除却 耐震性が不⾜する住宅を建替え等のために解体

し、全て除去すること。 
 

〇新耐震基準 ⽤語集「耐震基準」参照。 

〇全壊 改築しなければ居住できないもの。改築した場合、
建替えと同程度の費⽤を要すると思われるもの。柱、
軸組等が垂直⽔平から相当ずれて修復が不可能なも
の。建築物⼟台の位置が従前よりずれているもの。陥
没等により建築物全体が傾斜し、修復が不可能なもの。 

た  
〇耐震改修 現⾏の耐震基準に適合しない建築物の地震に対す

る安全性の向上を⽬的として、増築、改築、修繕若し
くは模様替え⼜は敷地の整備（擁壁の補強等）を⾏う
こと。 

 
〇耐震化率 「新耐震基準」に基づいて設計された建物及び、

「新耐震基準」以前の建物であっても、耐震診断の結
果、耐震性があると認められた⼜は耐震改修を済ま
せた建物の数を、全体の建物数で割った割合。 

 
〇耐震改修促進計画 都道府県は、基本⽅針に基づき、当該都道府県の区

域内の建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図る
ための計画を定めるものとしている。 

市町村は、都道府県耐震改修促進計画に基づき、当
該市町村の区域内の建築物の耐震診断及び耐震改修
の促進を図るための計画を定めるよう努めるものと
されている。 

 
〇耐震基準 

（新耐震基準、旧耐震基準） 

建築物等の構造物が地震の⼒に対して安全である
ように設計する（耐震設計）ための基準が「耐震基準」
である。 

現⾏の耐震基準は「新耐震基準」と呼ばれ、主に昭
和 53 年の宮城県沖地震後の抜本的⾒直しを受けて、
昭和 56 年６⽉に改正され、旧来の基準に⽐べ耐震性
の向上を図っている。この「新耐震基準」による住宅・
建築物は、阪神・淡路⼤震災でも被害が少なかったと
報告されており、地震に対する⼀定の強さが確保で
きていると考えられている。 

⼀⽅、昭和 56 年５⽉ 31 ⽇以前の「旧耐震基準」
による住宅・建築物は、耐震性が不⼗分な可能性があ
るとされている。 
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■耐震基準に係る法令の制定・改正 

昭和 25 年 
建築基準法 制定 

建築基準法施⾏令に構造基準が定められる。 
（許容応⼒度設計が導⼊される） 

昭和 34 年 
建築基準法 改正 

防⽕規定が強化 
・⽊造住宅においては、壁量規定が強化された。 
・床⾯積あたりの必要壁⻑さや、軸組の種類・倍率が改定

された。 

昭和 46 年 
建築基準法 施⾏令改正 

昭和 43 年の⼗勝沖地震を教訓に、鉄筋コンクリート造の
柱のせん断補強筋規定が強化 
・⽊造住宅においては、基礎はコンクリート造⼜は鉄筋コ

ンクリート造の布基礎とする。⾵圧⼒に対し、⾒附⾯積
に応じた必要壁量の規定が設けられた。 

昭和 56 年 
建築基準法 施⾏令改正 

新耐震基準 
 

昭和 53 年の宮城県沖地震後、耐震設計基準が⼤幅に改正
され、新耐震設計基準が誕⽣した。 
この、新耐震設計基準による建築物は、阪神⼤震災におい
ても被害は少なかったとされている。 
これを境に、「昭和 56 年 5 ⽉以前の耐震基準の建物」や
「昭和 56 年 6 ⽉以降の新耐震基準による建物」といった
表現がされるようになる。 
・⽊造住宅においては、壁量規定の⾒直しが⾏われた。 
・構造⽤合板やせっこうボード等の⾯材を張った壁など

が追加され、床⾯積あたりの必要壁⻑さや、軸組の種
類・倍率が改定された。 

昭和 62 年 
建築基準法 改正 準防⽕地域での⽊造３階建ての建築が可能となる。 

平成 7 年 
建築基準法 改正 接合⾦物等の奨励 

平成 7 年 
耐震改修促進法 制定 

平成 7 年の兵庫県南部地震（阪神・淡路⼤震災）を契機
に、現⾏の耐震基準に適合しない既存建築物の耐震改修
を促進させるために制度化された法律 

平成 12 年 
建築基準法 改正 

⼀般構造に関する基準の性能規定化や構造強度に係る基
準の整備、防⽕に関する基準の性能規定化等が⾏われる 
・⽊造住宅においては 

1)地耐⼒に応じて基礎を特定。地盤調査が事実上義務化 
2)構造材とその場所に応じて継⼿・仕⼝の仕様を特定 
3)耐⼒壁の配置にバランス計算が必要となる 

 

  

〇耐震シェルター 住宅等の⼀部屋を鉄⾻等で補強して、地震の際の
緊急避難場所とし、建築物が倒壊した場合において
も、安全な空間を確保する。 

〇耐震診断 地震に対する安全性を評価すること。 
建築物の構造形式によって、それぞれ何通りかの基
準が定められている。⽊造住宅では、⾃ら住まいの
耐震性をチェックできる簡易な「誰でもできる我が
家の耐震診断」から耐震改修を⾏うための精緻な「精
密診断」まで⽬的に応じて採⽤する。 
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〇耐震診断義務建築物 耐震改修促進法で定められている多数の者が利⽤
する建築物等のうち⼤規模なものについて、耐震診
断の実施とその結果の報告を義務づけ、所管⾏政庁
（奈良県）において当該結果の公表を⾏う。なお、
本町には耐震診断義務建築物は存在しない。 

 
〇耐震テーブル  普段はテーブルとして、いざというときはテーブ

ル型シェルターとして、地震の際の落下物等から⾝
を守ることができる。 
 

〇多数の者が利用する建築物 耐震改修促進法第 14 条各号に該当する建築物で、
学校・病院・ホテル・事務所等⼀定規模以上で多数
の⼈々が利⽤する建築物、危険物の貯蔵場・処理場
及び地震により倒壊し道路を閉塞させるおそれのあ
る建築物。 
 

〇田原本町国土強靭化地域計画 強くしなやかな国⺠⽣活の実現を図るための防
災・減災等に資する国⼟強靱化基本法（平成 25 年
12 ⽉公布・施⾏）第 13 条に基づき、本町における
国⼟強靱化に関する施策の総合的かつ計画的な推進
を図るために策定した、本町の国⼟強靭化の指針と
なるものである。また、⽥原本町（第４次）総合計画
との整合を図りながら、⽥原本町地域防災計画をは
じめとする本町が有する様々な分野の計画等の指針
となるものである。 

 
〇田原本町第４次総合計画 本町のめざすべき将来像とこれを実現するための

基本的な⽅向を明らかにするとともに、本町が有す
る様々な分野の計画や⽅針を統括する計画である。
そのため、⾏政の最上位計画として位置づけられ、
⾏政が実施する施策、事業を⽰すとともに、その進
⾏管理を適切に⾏う役割を担う。また、町内の住⺠
や団体、企業の⽅々とともに進めるまちづくりの共
通の⽬標として、町政にする理解と協⼒、さらに積
極的な参画を促す役割を担う。平成 29 年 4 ⽉より
第 4 次計画がスタートしている。 

 
〇田原本町地域防災計画 地域防災計画は、災害対策基本法第 42 条に基づ

き市町村の各地⽅⾃治体の⻑が、それぞれの防災会
議に諮り、防災の為に処理すべき業務などを具体的
に定めた計画である。本町では令和２年度に改定し
ている。 
 

〇通行障害建築物 地震によって倒壊した場合において、その敷地に
接する道路の通⾏を妨げ、多数の者の円滑な⾮難を
困難とするおそれがあるものとして、耐震改修促進
法第 14 条 3 号に定める特定既存耐震不適格建築物。 
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〇出前講座 住⺠が参加する集会などに⾃治体職員等が出向い
て、希望のテーマについて⾏政の施策や事業などを
説明、意⾒交換する。⾏政に対する理解を得るとと
もに、コミュニケーションを図り⾏政の施策に活か
していこうとするもの。 

本町では、「防災出前講座」として町内会、防災会
など各種団体要請により、希望の会場で、災害につ
いての基礎講座や地域防災マップ作り、避難所運営
ゲーム等を⽤いた防災学習等を⾏う。また、要望に
応じて地域防災⼒向上についての⽀援を⾏う。 

 
〇特定既存耐震不適格建築物 

 

 

 

耐震改修促進法で定められている、⼀定規模の多
数の⼈々が利⽤する建築物（学校、病院、百貨店等）、
危険物の貯蔵場・処理場及び、地震発⽣時に通⾏を
確保すべき道路に⾯する建築物のこと。 

特定既存耐震不適格建築物のうち、地震に対する
安全性の向上を図ることが特に必要なものとして政
令で定める要件（⽤途や規模）を満たす建築物の所
有者に対し、必要な指⽰や耐震診断の義務を課すこ
ととなっている。 
 

は  
〇半壊 ⼤修理をしなければ居住できないが、建替えをし

なくとも居住可能なもの。住居の主要構造部（柱・
梁等）に⼤きな被害（外壁部の⼤規模なひび割れや
損傷、出⼊り⼝・窓及び屋根⽡の⼤きなずれ・落下
等）があるが、柱や軸組等に修復が不可能なずれ等
が⾒られないものであって、住居の主要構造部の修
繕費⽤が新築家屋の費⽤の２割程度以上のもので全
壊を除くもの。 

 
〇非構造部材 建物の⾻組みとなる柱・梁・床等の主体構造部以

外の部材（天井材や外壁（外装材）等）。 
 

〇防災ベッド 就寝中に地震により家屋が倒壊しても、⽣命を守
ることができる安全な空間を確保することを⽬的と
した、鋼製の防護フレーム等が取り付けられている
ベッド。 
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